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Ⅰ. 競争力強化に関する研究会概要
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設立趣旨
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◎ 趣 旨

 少子高齢化、新興国との競争激化等の構造変化に直面する中、経済の低迷が長期化
している。これまで様々な政策的な対応が講じられてきたが、低迷を抜け出せていない。

 低迷要因は複数考えられるが、競争力劣化原因の本質的な要因を分析し、抜本的な
対応策を講じることは経済成長力の回復を果たす上で欠かせない。

 競争力強化の取り組みを考える上で、政策・制度面の整備・充実に加え、企業や金融
機関自身が競争力強化に関する課題を我が事として捉え、その閉じこもっている「殻」を
自ら打ち破る等、課題の克服に向け全力を上げることが不可欠である。

 競争力強化は、日本の総力を挙げ取り組む必要があり、当行としてはまず競争力強化
に向けた課題を明らかにし、その克服に向けた取り組みを企業や金融機関等が自らの
課題として運動化していくことを目的としている。

◎ 論 点

 検討テーマ
競争力の根幹維持の必要性を含む、競争力強化に向けた各種要因の因果関係を
明らかにした上で、下記の二点について検討を行う。

① 新たな価値創造に向けて、複数の関係者をつなげる等の「構想力」を強化するための
課題、方策について

② 構想の実現に向け、複数の企業や当事者が連携する「場」（プラットフォーム）の構築
に向けての課題や必要な政策支援のあり方について

◎ 研 究 会 の 構 成

 民間企業の技術者を中心に学識経験者、金融機関等よりメンバー委員および
アドバイザーにて構成する。なお、本研究会の提言実現に向けた取り組みを円滑に
すべく、関係省庁とも適宜の情報交換を行う。



委員・アドバイザー名簿
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氏名 所属・役職

市江 正彦 株式会社日本政策投資銀行 常務執行役員

小笠原 敦
文部科学省 文部科学事務官
科学技術政策研究所 科学技術動向研究センター センター長

澁谷 耕一 リッキービジネスソリューション株式会社 代表取締役

田中 琢二 株式会社産業革新機構 専務執行役員

中塚 隆雄 産業競争力懇談会 ＣＯＣＮ 事務局長

名和 高司 一橋大学大学院 国際企業戦略研究科 教授

西野 壽一 株式会社日立製作所 執行役常務 戦略企画本部長

◎ 広崎 膨太郎 日本電気株式会社 特別顧問

藤本 隆宏
東京大学大学院 経済学研究科 教授
ものづくり経営研究センター センター長

前野 隆司
慶應義塾大学大学院 システムデザイン・マネジメント研究科
研究科委員長・教授

松本 毅
大阪ガス株式会社 技術戦略部
オープンイノベーション室 室長

水嶋 浩雅
シンプレクス・アセット・マネジメント株式会社
代表取締役社長

委員

（50音順・敬称略）

◎座長
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アドバイザー

氏名 所属・役職

秋池 玲子
ボストンコンサルティンググループ
パートナー＆マネージング・ディレクター

穴山 眞 株式会社日本政策投資銀行 産業調査部 部長

井口 奈保 Communication Process Designer

飯盛 義徳 慶應義塾大学 総合政策学部 准教授

一色 良太 トヨタ自動車株式会社 渉外部長

上田 良樹 三菱商事テクノス株式会社 代表取締役社長

兎洞 武揚 株式会社博報堂 博報堂ブランドデザイン ディレクター

大津留 榮佐久
財団法人 福岡県産業・科学技術振興財団(ふくおかIST)
システムLSI推進プロデューサ 兼
福岡次世代社会システム創出推進拠点プロジェクトディレクター

兼松 佳宏
NPO法人グリーンズ 理事
greenz.jp 編集長

紺野 登 多摩大学大学院 教授

齋藤 敦子
コクヨ株式会社 RDIセンター 主幹研究員
WORKSIGHT LAB 所長

齋藤 茂樹
エス・アイ・ピー株式会社 代表取締役社長
日本ベンチャーキャピタリスト協会 理事

齊藤 裕
株式会社日立製作所 執行役専務
インフラシステムグループ長 兼 インフラシステム社 社長

澤谷 由里子
独立行政法人科学技術振興機構
社会技術研究開発センター フェロー

篠原 弘道 日本電信電話株式会社 常務取締役 研究企画部門長

清水 洋
一橋大学 大学院商学研究科・商学部
イノベーション研究センター 准教授

白井 俊明 横河電機株式会社 常務執行役員 イノベーション本部長

（50音順・敬称略）※平成24年12月25日現在

委員・アドバイザー名簿
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氏名 所属・役職

高藪 裕三 社団法人日本プロジェクト産業協議会 専務理事 事務局長

太刀川 英輔 NOSIGNER創立者

玉井 豊文 株式会社ＴＧコンサルティング 代表取締役社長

辻 信之 日本スペンサースチュアート株式会社

手塚 明
独立行政法人産業技術総合研究所
集積マイクロシステム研究センター 主幹研究員

中塚 伸幸 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 企業調査部長

永野 竜樹 ＲＧアセットマネジメント株式会社 代表取締役

根本 勝則 一般社団法人日本経済団体連合会 産業政策本部 本部長

野田 浩一
株式会社三井住友銀行 執行役員
コーポレート・アドバイザリー本部 副本部長

野村 恭彦 株式会社フューチャーセッションズ 代表取締役 社長

堀井 朝運 タカノ株式会社 相談役

堀井 秀之
東京大学大学院工学系研究科・工学部
社会基盤学専攻・社会基盤学科 教授

堀田 善治 株式会社eTEC Marketing 代表取締役

本村 陽一
独立行政法人産業技術総合研究所
サービス工学研究センター 副センター長

森 洋一 公認会計士

山田 大介 株式会社みずほコーポレート銀行 執行役員 産業調査部長

米倉 裕之 カスタマー・コミュニケーションズ株式会社 取締役

アドバイザー

委員・アドバイザー名簿
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課題の所在（総括）

新興国との競争
円高

製品のコモディティ化
多様なマーケット

技術の複雑化・複合化
・・・

高性能／多機能
≠ 売れるもの

資本コストの軽視
製造以外の「現場力」の低下

付加価値率の低下
自前主義

多様性への対応力の欠如
過度の「選択と集中」

労働市場の流動性不足
・・・

リスク回避性向
組織・マインドセットの「殻」

従来型経営モデルの限界 市場環境の変化

産業競争力の停滞
付加価値の低下

今、なお存在する日本の強み

（IMD国際競争力ランキング）

顧客志向性 1位

科学インフラ 2位
イノベーション力 1位
民間研究開発支出 2位
製造過程の洗練性 1位

サプライヤーの質 3位
クラスターの広がり 5位 等

活かし切れていない
潜在能力を具現化し、
成長を実現するには？

少子高齢化
エネルギー問題
交易条件の悪化

失敗を許容しない風土
供給寄りの政策課題設定

政策の縦割り
不十分なリスクマネー

・・・

課題先進国
社会システムの

持続可能性

直面する社会的課題

 わが国産業は、「直面する社会的課題」及び「市場環境の変化」を受け、
「従来型の経営モデル」が限界に達しており、その結果、産業競争力の低迷と
付加価値の低下を招いている。

 一方、日本は今なお国際競争力のある「強み」を保有している。

 これらの「強み」を真の産業競争力につなげていくために、潜在能力を具現化
する取り組みが喫緊の課題である。



社会的課題（各論）

9



10

 高齢化率及び高齢化のスピードが も高い日本：高齢化問題の先進国

 2030年までに少子化もさらに進展し、人口も減少。

わが国の年齢別人口の将来推計

出所：国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（平成24年1月推計）」

出所：UN, World Population Prospects: The 2010 Version
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社会的課題：エネルギー問題
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部門別 終エネルギー消費推移

業務部門のエネルギー消費量推移 家庭部門のエネルギー消費量推移

出所：同上

出所：資源エネルギー庁「エネルギー白書2010」

 民生部門の消費エネルギー量は過去30年ほどで2.5倍も増加した。

 民生部門を構成する業務部門・家庭部門は、ともに「動力・照明用」の
増加が著しい。



社会的課題：交易条件の悪化

12

 円高と交易条件の悪化傾向の併存により、わが国産業の国際取引条件が
不利となり、ひいては近年のわが国の国際競争力の低下を招いている。

出所：独立行政法人 経済産業研究所 ホームページ
「円高と日本の国際競争力 -「過度な円高」について-」 より抜粋

実質実効為替レートと交易条件の推移

（※）交易条件（ＢＯＪ）＝輸出価格÷輸入価格

 交易条件との比較で見た円高の程度（緑の破線）は、過去に例がないほど大きくなっている。

主要産業別の交易条件の推移

近年、特に電気機械産業の交易条件の悪化傾向が顕著である。

出所：富士通総研 ホームページ「オピニオン（ 2011年7月）」より抜粋



社会的課題：不十分なリスクマネー
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 ベンチャーキャピタル投資の動向について、我が国は投資額対GDP比率は
極めて低く、他の先進国に遠く及ばない状況にある。

出所：内閣府「平成24年度 年次経済財政報告」より抜粋

ヒアリング内容

 ファンドのなかでもベンチャーキャピタル（VC）はお金が集まりにくい。米国のVCでは年間1兆数千億円の
投資があるが日本では投資残高が1兆円程度、米国の投資残高は15～16兆円、欧州でも7～8兆円と
規模が大きく異なる。

 起業したとしてもIPO（株式公開）のエグジットは難しい市場環境。大企業に売却しようとしても純資産
ベースでしか買い取ってもらえない。資金的にM&Aのアドバイザリーをつけられるわけではない。

 日本の投資家はベンチャーには投資しないため、ベンチャーが公開しても株価が上がらないという問題
がある。日本の機関投資家が投資するような企業にするには、第1に株主を増やしトランズアクションが
行われるようにする必要がある。第2に売上規模を拡大する必要があるが、日本国内だけでは売上の拡
大は難しい。



社会的課題：硬直した風土・政策
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民間部門の前向きな活動を促す
期待形成の促進（時間軸の強化）

需要側

民間消費
設備投資
政府支出
輸出

（▲輸入）

供給側

労働
資本
技術

（生産性）

○需要と供給が両輪となって経済フロンティアの拡大が必要

（潜在的な需要と新しい技術・アイデアが結びつくことで新製品・サービスが創出）

様々な社会的な課題

経済成長

◎潜在的な需要を現実化する
ための環境整備

◎企業が本来持つ力を十分に
発揮するための環境整備

中央銀行の金融政策

政府の経済政策

需要へ
下押し圧力

供給能力へ
下押し圧力

◎将来の生産性向上のための
基盤整備

【需要拡大のための方策】

【供給基盤の強化のための方策】

今、求められる政策は、
成長期待を高めるための後押し

委員・アドバイザーから頂いた意見

硬直的な風土・
政策

 政府は無力という指摘も多く、むしろ民間企業の邪魔にならないようにしてほしいという
のが率直な意見。為替の問題についても日銀は無策で、むしろ民間企業の邪魔をして
いる印象を受ける。

 リスクテイクという問題がある。アイディアは出ても、実行する人が出ない。日本社会が
そうさせている面もある。日本の大企業で何かすることは損につながり高いリスクになる。

 既存事業だけで成長はなく、周辺事業の立ち上げが喫緊の課題になっているが、社内
から新規事業のテーマはなかなか出てこない。新しいことに手を挙げる人が全くいなく
なってしまった。



市場環境の変化
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市場環境の変化

 市場環境の変化に伴うグローバル競争の条件の激変と多様化により、内包され
ていた諸問題が顕在化。

16

～諸問題が顕在化しつつある～～諸問題が顕在化しつつある～

経済の新陳代謝経済の新陳代謝 イノベーションイノベーション

高付加価値化高付加価値化グローバル展開グローバル展開

立地条件の改善立地条件の改善 ビジネスモデル構築ビジネスモデル構築

基本的な
方向性

（マクロレベル）

基本的な
方向性

（マクロレベル）



今、なお存在する日本の強み
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日本産業の強み

これまでの歩み （地理的歴史的固有性に由来する日本産業の課題とその対応）

2010年代

東日本大震災・
構造的課題

課題先進国
としての取り組み

更なる円高
（後半）

拠点の
グローバル化

2000年代

バブル崩壊

バランスシート
の改善

1990年代

プラザ合意
円高

乾いた雑巾を
絞る

1980年代

オイルショック

省資源
省エネ

1970年代

資源小国

加工貿易立国

1960年代

 数々の苦難を経て、日本の企業・産業は強くなってきた。

蓄 積

日本産業の成長に欠かせない強みや特長

日本の固有性に応じた
オリジナリティ

課題に向き合う姿勢 産業のストックを生かすニーズを具現化する知恵

省エネ･資源の
有効活用

先進的な
社会インフラ

すり合わせや品質管理等の
ノウハウ

ジャパン
ブランド

研ぎ澄ます力
（微細加工等）

“アナログ”
技術力の高さ

“ねばり強さ”

価値連鎖を生み出す
産業集積

川上での
競争力

すり合わせ型産業の
高い競争力

産業集積

ネットワーク

規模を有する
国内市場

洗練された
国内顧客

人口減・高齢化等による内需の低迷
東日本大震災後の課題への対応

新興国市場の拡大・所得向上による
市場の質的洗練

グローバル市場における競争激化

基本的には、外需を取り込み、内需を掘り起こすことを念頭に、
これまでの苦難を経て培った「強み」をさらに生かす

環境変化
への対応
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国際比較から捉える日本の強み

 国際比較では、日本は競争優位の源泉となる強みをまだ数多く持っている。
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当行設備投資アンケート調査等からの示唆①
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当行設備投資アンケート調査等からの示唆②

企業経営者の声

 国内の技術力あるサプライヤーが必要。＜自動車＞
 コスト面の比較では、川上の素材の海外シフトを伴う「根こそぎ空洞化」の恐れあり。＜自動車＞
 耐用年数を超えた設備の補修が重要。＜化学＞
 アナログ的な技術の伝承などｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ能力低下に懸念。＜化学＞
 投資規模の関係で海外進出は難しい面あるが、ここまで内需が減ると国内維持は困難。＜鉄鋼＞
 競争力の根幹たる部材生産、研究開発、サプライチェーンは国内に残す。＜建機＞
 一定の国内需要確保のため、内需喚起策が必要。＜建機＞
 下流ビジネス（販売・維持管理）に注力。川下のニーズを川上に取り込み。＜機械＞
 川中を整理し、コンポーネントからソリューションにシフト。＜電気機械＞



 医療・福祉、環境関連分野、情報・通信関連分野等を新規・成長市場と設定。
社会基盤整備・制度改革等の環境整備によりそれらの産業の成長を図る

（参考）産業構造審議会での主な提言内容

 新産業・成長産業の必要性が一貫して課題と認識されている。

 各提言は産業横断的政策とともに成長分野・重点分野を設定・支援する
ターゲティング政策を掲げる。

 年代により提言分野の変遷はあるものの、健康・福祉・医療分野、環境・
エネルギー分野等が一貫して重点分野となっている。

 2000年代以降は、イノベーションの促進が重要課題として認識されている。

1990年代：環境整備による産業競争力の強化

 イノベーションが需要を生み、需要がイノベーションを生む「イノベーションと需
要の好循環」の創出

 2004年「新産業創造戦略」で戦略7分野（ 情報家電、コンテンツ、環境・エネ
ルギー等）を設定。人材・金融・情報化等の横断的施策とともに戦略7分野に
おけるインフラ整備・制度改革等の重点的支援を掲げる

2000年代：イノベーションと需要の好循環の創出

 特定産業に依存する現在の産業構造から複数の産業が成長を支える
構造への転換、グローバル化による海外の成長の取り込み

 ヘルスケア等の国内課題解決型産業、コンテンツ等の文化産業、宇宙分野等
の先端産業を戦略分野に設定

2010年代：一極集中の産業構造からの転換、産業のグローバル化
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本研究会では、
企業の内部プロセスに着目する

マクロ的な視点からの産業政策は
これまでも検討されてきた



（参考）産業構造審議会提言等（１）

提言 概要 重点産業分野等

1994

産業構造審
議会総合部
会基本問題
小委員会報
告書

 国内においては①制度整備・規制緩和・民間
慣行是正等②広い意味での基盤整備の強化
③各分野ごとの課題に対応した各種政策手法
のシステマティックな組み合わせ・実行、を重視
すると同時に、内外政策の一致等政策の国際
的広がりの必要性を示している。国内における
政策展開は以下の通りである。

1. 規制緩和・制度改革：規制緩和の重点的
取り組み、競争政策の見直し、資金調達
環境の整備、雇用に関する制度改革等

2. 社会資本整備

3. 技術開発・技術基盤整備：ソフト・ハード・
資金等を含む広い意味での基盤整備、政
府における技術開発強化、民間研究開発
の支援等

 「一極集中型のリーディング・インダスト
リーから、各産業が社会ニーズに対応す
る部分を中心に発展していく「多極型」へ
の変化」を提げ、新規・成長産業として以
下の14分野を挙げる。

１ 住宅関連分野
２ 医療・福祉関連分野
３ 生活文化関連分野
４ 都市環境整備関連分野
５ 環境関連分野
６ エネルギー関連分野
７ 情報・通信関連分野
８ 流通・物流関連分野
９ 人材関連分野
10 国際化関連分野
11 ビジネス支援関連分野
12 新製造技術関連分野

1997

産業構造審
議会総合部
会基本問題
小委員会中
間とりまとめ
「日本経済
の構造改
革」

 経済活力を維持していくための課題・対応策と
して以下の２つの方針を掲げる。

 経済構造改革への取り組みの強化：新規・成
長産業創出のための環境整備、国際的産業立
地競争力のある事業環境の整備、地域産業集
積の活性化 等

 豊かな高齢社会と経済活力の維持との両立に
向けた公的分野の見直し・効率化：財政再建、
公共投資の重点化・効率化、社会保障・税負担
のあり方の見直し 等

以下の14分野が新規・成長産業とされた。

１．住宅関連分野、２．医療・福祉関連分野、
３．生活文化関連分野、４．都市環境整備関
連分野、５．環境関連分野、６．新エネル
ギー・省エネルギー関連分野、７．情報・通信
関連分野、８．流通・物流関連分野、９．人材
関連分野、10．国際化関連分野、11．ビジネ
ス支援関連分野、12．新製造技術関連分野、
13．バイオテクノロジー関連分野、14．航空・

宇宙関連分野

2000

産業構造審
議会総合部
会21世紀経

済産業政策
検討小委員
会「２１世紀
経済産業政
策の課題と
展望」

 競争力を維持し発展を持続するために「経済シ
ステムの競争力強化」と、「就業・社会参画機
会の制度としての幅広い創出」により、新たな
時代環境下で需要面と供給面が好循環する21
世紀型好循環経済社会の実現を目指す。

 経済システムの競争力強化：国際的な制度間
競争下でのルール・システムの構築、技術革
新の活性化（国家イニシアチブ発揮・海外人材
活用等）、情報化の戦略的活用を可能とする環
境の整備（情報基盤・ルール整備等）、環境調
和型経済社会の実現、アジア経済統合の深化
（域内貿易・投資自由化、各種ソフト基盤の整
備等）

 多参画社会の形成：多様な就業・社会参画機
会の幅広い提供、創造性・専門性・国際性を高
める人材育成、魅力ある地域社会の形成、少
子化対応への環境整備、確かな安全ネットの
充実と再挑戦の支援

 将来成長が期待される産業として以下の5
産業を挙げる。

 サードウェア産業（情報家電、ロボット、情
報サービスを付加した自動車）

 フロンティア産業（海洋、航空・宇宙）

 高齢社会産業（高齢者の多様なニーズに
応える産業、健康・医療、福祉・介護）

 環境産業（環境創造／環境修復、環境保
全／公害防止、リサイクル）

 感性産業（コンテンツ系、ファッション系、レ
ジャー系）

【1990年代～2000年の提言】

23



（参考）産業構造審議会提言 等（２）

提言 概要 重点産業分野等

2001

産業構造審
議会新成長
政策部会報
告書「イノ
ベーションと
需要の好循
環 : 持続的

成長の下で
の安心と価
値実現社
会 」

 イノベーションが需要を生み、需要が所得の向上
と更なるイノベーションを生むという「イノベーショ
ンと需要の好循環」を創り出すことによる、自律的
な経済成長と経済構造改革の実現を掲げる。

 イノベーションと需要の好循環メカニズムの形成：
イノベーションシステムの抜本的改革（イノベー
ションを多数創出する仕組みの構築 等）

 安心して価値実現を図ることができる社会の実
現：少子高齢化社会への対応（社会保障制度・雇
用形態等の構築・整備等）、男女共同参画社会の
実現 等

 新規・成長産業の創出：イノベーションが生まれや
すい環境の整備、需要創出型の技術開発・新規
事業投資促進、規制改革推進 等

 産業競争力の強化：国内拠点の開発生産機能の
明確化および競争優位強化、成長分野における
新しい産業クラスターの構築 等

 期待される新規・成長産業として下記の
産業をあげている。

①社会システム革新産業

環境関連サービス、エコマテリアル、ＩＴ
Ｓ関連サービス、高速大容量通信サー
ビス、低公害車等

②ライフスタイル革新・生活支援産業

医療サービス・医療機器、介護福祉機
器、情報家電、ロボット等

③価値実現産業

デジタルコンテンツ、旅行サービス等

2004

産業構造審
議会新成長
政策部会報
告書「新産
業創造戦
略」

 「需要とイノベーションの好循環」の構造の形成、
加速化を目指した産業政策の確立を目指す。戦
略分野を設定するとともに、人材育成・知財政策・
研究開発等の産業横断的な施策を提示している。

Ⅰ：戦略7分野に関する重点政策
Ⅱ：地域再生の重点政策

Ⅲ：その他の横断的な重点政策（産業人材の育成、
知的財産政策、研究開発、創業・新事業展開
等）

 以下の7分野を戦略分野として抽出し、

それぞれについて数値目標・政策のアク
ションプラン等を明示した。
１．燃料電池 ２．情報家電
３．ロボット ４．コンテンツ
５．環境・エネルギー
６．ビジネス支援サービス

７．健康福祉機器・サービス

2006

経済産業省
「新経済成
長戦略」

 産業構造審議会新成長政策部会における審議を
経て経済産業省が策定。「新産業創造戦略」を踏
まえ、中長期的な産業政策の具体像を示す。

 「国際競争力の強化」「地域経済の活性化」「横断
的施策」について主要施策を提言。

【国際競争力の強化】
日本とアジアの成長の好循環の形成、イノベー

ション促進（イノベーションの加速化、新産業群
の創出、モノ作り中小企業の強化、対日直接
投資促進に向けた取り組み強化、内需型産業
の国際展開 等）、IT による生産性向上等

【地域経済の活性化】
地域活性化のための政策、地域中小企業の活
性化、サービス産業の革新

【横断的施策】

人財力・生産手段とインフラ・金融・技術・経営
力のイノベーション

 主要施策の一つである「国際競争力の
強化」内の「世界をリードする新産業群
の創出」において、「新産業創造戦略」
の7分野に対しフォローアップ・追加的な

施策を実施するとともに、「これらの更に
先端的な領域や複数分野が関係する融
合領域においても、経済的、社会的に大
きなインパクトを持つ潜在的な新産業群
が期待される」としており、潜在的な新産
業群の例として「新世代自動車向け電
池」、「次世代知能ロボット」、「先進医療
機器・医療技術（がん克服等）」、「次世
代環境航空機」をあげている。

【2000年代の提言】
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（参考）産業構造審議会提言等（３）

提言 概要 重点産業分野等

2010

産業構造審
議会産業競
争力部会報
告書「産業
構造ビジョ
ン2010」

 『産業構造の転換』『企業のビジネスモデル転
換の支援』『「グローバル化」と「国内雇用」の二
者択一からの脱却』『政府の役割の転換』の４
つを掲げる。

 産業構造の転換

 企業のビジネスモデル転換の支援：企業の事
業戦略と一体となった国際標準化、グローバル
市場を見据えた産業再編・棲み分け

 「グローバル化」と「国内雇用」の二者択一から
の脱却：国内立地の国際競争力強化、海外か
らの高付加価値機能呼込、グローバル高度人
材育成・呼込み、「強い現場」の国内維持（戦略
分野投資支援、現場人材育成）、中小企業の
海外市場開拓支援

 政府の役割の転換：戦略的「政・官・民」連携、
JICA投融資機能の再構築、JBIC・NEXIによる支

援の強化、産学官による新たな研究開発・性能
評価拠点の構築

 「産業構造の転換」の中で自動車産業への
依存から複数の産業による「八ヶ岳構造」
への転換を掲げ、以下の５産業を戦略分野
としてアクションプラン・目標値等を設定。

 インフラ関連／システム輸出（原子力、水、
鉄道等）

 環境・エネルギー課題解決産業（ｽﾏｰﾄｸﾞﾘｯ
ﾄﾞ､次世代自動車等）

 文化産業（ﾌｧｯｼｮﾝ、ｺﾝﾃﾝﾂ、食、観光等）
 医療・介護・健康・子育てｻｰﾋﾞｽ

 先端分野（ロボット、宇宙等）

2012

産業構造審
議会新産業
構造部会報
告書『経済
社会ビジョ
ン 「成熟」と

「多様性」を
力に～価

格競争から
価値創造経
済へ～ 』

 「経済成長ビジョン」、「人を活かす社会ビジョ
ン」、「価値創造社会への転換を実現する間の
時間軸調整」で構成されている

 経済社会ビジョン：「価値創造」を通じた潜在内
需の掘り起こしとグローバル市場獲得

１．新産業の創出と産業構造の転換（「一本足」か
ら多様な稼ぎ頭の「八ヶ岳」構造へ）

２．グローバル展開の推進（海外の成長果実の取
り込み）

３．企業戦略の転換（低価格競争から価値創造競
争へ）

 人を活かす社会ビジョン：「多様な人的資本」に
よる「価値創造」の実現

１．多様性によるイノベーションの創出
２．価値創造をリードする人材が育つ環境作り
３．「人を活かす」産業の創出・振興
４．若者の雇用促進

 価値創造社会への転換を実現する間の時間
軸調整

１．緊急的な円高・空洞化対策

２．世界水準の投資、事業環境の整備

 「新産業の創出と産業構造の転換」の中で、
以下の産業を新産業・新市場に挙げ、支援
策等を提示している。

（１）課題解決型産業
• ヘルスケア産業

• 子育て支援サービス（株式会社等の多様な
事業主体の参入促進）

• 「人を活かす」産業（学び直しによる労働移
動の促進）

• 新たなエネルギー産業

（２）クリエイティブ産業

（３）先端産業

• 次世代自動車の普及促進、関連インフラの
整備加速、情報技術との連携

• 宇宙システム、次世代環境航空機分野等
の開発・海外展開支援

• 部素材を核とした川上・川下の企業間連携
による競争力強化支援

• 次世代デバイスの競争力強化支援

【2010年代の提言】
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従来型経営モデルの限界
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 回答企業の約8割が新事業創造の現状に満足していない。

 経営者は、「技術革新」よりも、マーケットの潜在ニーズに合わせた商品作りや、
ビジネスモデル構築ができていないことを問題視している。

全体の約８割の企業
が満足していない

出所：経済産業省「フロンティア人材研究会報告書」（2012年3月）より抜粋
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新規事業創造の現状

出所：同上



 日本の大手製造業の場合、基礎研究から事業化までのプロセスが一つの企業
内で完結していることが多いため、社外のベンチャー企業から技術シーズを取り
入れる必要性は高くない。その結果、多くのベンチャー企業が出口を見つけら
れずに立ち枯れる。

 日本で新規ビジネスが生まれてこない原因は、企業内で『何を作るか』という
製品・サービスのアイデアが出てこないことと（左岸）、事業化しても利益率が
低くてあまり儲からず、やがて韓国・中国企業との競争に敗れる（右岸）という
構図にある。

イノベーション創出
（ビジョン設定）の問題

「カタログ値リーダーシップ」の限界（価値≠品質、機能）

日本版「死の谷」

事業モデル構築の問題

出所：Lewis M. Brancomb, Harvard Universityの図に加筆
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構想力の欠如と日本版「死の谷」

委員・アドバイザーから頂いた意見

 日本の多くの技術者は技術に自信を持っており、先端技術を活かした製品は必ず売れるという思い込みが
強い。

 技術者は自分のやりたいこと、想いを持っているが、事業化の道筋を描くことは苦手である。

 米国版「死の谷」とは、研究開発を担う大学やベンチャー企業（図の左岸）と事業化を担う大企業
（図の右岸）の間に大きな溝が横たわっており、その原因は左岸に十分なリスクマネーが供給されな
いため谷を越えることができないという理論。

 日本版「死の谷」を生み出している要因は、「ビジョン不足」と「事業モデル構築力」の２点であると指
摘されることが多い。
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組織・マインドセット*の「殻」

 構造変革期にあるわが国において、高度成長期に構築された組織の「縦割り」
構造、成功体験に基づくマインドセットの「殻」が新たな価値創造の弊害となっ
ているとの指摘は多い。

* 「マインドセット」とは、経験、教育、先入観などから形成される思考様式、心理状態

資本コストの
軽視

自前主義
多様性
の欠如

過度な「選
択と集中」

労働市場の
流動性不足

委員・アドバイザーから頂いた意見

資本コストの軽視  事業会社・日本の国力の弱体化には、資本に関する認識が大きく起因して
いる。国際的には資本に対する考え方は共通認識があるが、日本において
は「資本はタダ」など独特の価値観があり、非成長事業や新技術の成長性な
どに関する判断が甘いと感じている。

自前主義  「縦割り」、「内向き・外部情報の不足」、「連携・ビジョン不足」等は日本の多く
の企業が抱える課題である。

 垂直統合型で良い製品を生産することにこだわり続けた結果、産業構造が
液状化している。

多様性の欠如  異質な「もの（価値観、人、知など）」を「外」から受け入れ、「内」からも「外」に
向かって発信する。つまり、世界のインテリジェンスとの相互交流を積極的に
行うことが必要である。

 海外のイノベーティブな企業に共通するのは多様性。多様な専門家がおり、
多様な人種で構成される企業ほど元気な企業が多い。

過度の「選択と集中」  右肩上がりの時代には、企業の社内に異なるアイデアと専門性を持つ
者との「出会いの場」があった。しかし、現在は、物事が複雑化、高度
化、広範化すると同時に、企業も「選択と集中」を追求した結果、社内
だけでは充分な「創造の場」を作りにくくなっている感がある。

労働市場の流動性不足  外部環境が急激に変化し、ビジネスモデルの陳腐化リスクは急速に大
きくなっている。かかる状況下では、ビジネスモデルを柔軟に変更しな
がら持続的成長を実現することが重要だが、日本では労働市場の流
動性が極めて低く、外部環境の変化に対応しにくい。
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 「技術シーズ」の事業化では、事業化後の持続的な成長を実現する
戦略が不可欠。

 上場にこぎ着けても企業価値を大幅に低下させる事例が多い。

企業名 オンコセラピーサ
イエンス

テラ ディジタルメディア
プロフェッショナル

モルフォ

業務内容 医薬品に関する
研究開発事業

医療機関にが
ん免疫療法ノ
ウハウ提供

画像処理回路設
計。任天堂向け

携帯電話用画像
処理用ソフト開発

大学 東京大学 東京大学 法政大学 東京大学

上場市場 マザーズ ジャスダック マザーズ マザーズ

売上高 5,361（百万円）
平成23年3月末

1,322（百万
円）
平成22年12
月末

1,044（百万円）
平成23年3月末

1,565（百万円）
平成22年10月末

営業利益率 4.1% 5.3% 30.5% 13.3%

時価総額
（11月8日引値）

29.3（10億円） 11.5（10億円） 1.6（10億円） 1.6（10億円）

上場時時価総額
（※）

123.3（10億円） 3.34（10億円） 6.8（10億円） 3.1（10億円）

上場日 2003/12/8 2009/3/26 2011/6/23 2011/7/21

＜大学発ベンチャーの事例＞

（※）上場時時価総額は初上場日の引値による時価総額（出典：ブルムバーグ）

上場後は時価総額は大幅なダウン（4社中3社）

（参考）「技術」の事業化

「優れた技術」による会社設立で成長戦略をどのように描いているか？



新事業開発における組織上の課題

 新事業を推進する上では、「人材・能力」「権限・責任」「評価」の各項目におい
て下記の課題を抱えている。

人材・能力（Capability)

権限・責任（Authority/Responsibility）

評価（Evaluation）

人材
・イノベーションを実行するマインドを備えた人材が不足している
・イノベーション人材の発掘・育成・活用の方法論がわからない
・イノベーション人材が実践する場がない

能力
・イノベーションを実現する方法論（スキル・実行力）が身に付いていない
・コンセプトを構想し、戦略を立案する能力が低い
・トップマネジメントがリスクテイクできない（経営者の短期収益志向）

権限配分 ・十分なリソース配分をしていない（権限の分散化）

コミットメント ・経営者のコミットメントが不十分（社長直轄のプロジェクトが少ない）

出所：経済産業省「フロンティア人材研究会報告書」（2012年3月）より抜粋

評価指標
・組織運営におけるKPIやコンプライアンスがイノベーションを阻害
・マーケット・投資家の短期的収益志向が経営者のリスク回避思考を助長
・企業の中長期的な戦略的取り組みを評価しうる企業報告の形態がない

（備考）委員・アドバイザーへのヒアリング及び経済産業省「フロンティア人材研究会報告書」（2012年3月）に基づき整理
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求められる経営モデル

経営モデルの再構築

出所：名和委員提供資料を基に当行作成

 右肩上がり期は生産技術力を中心とする「オペレーション力」をコアコンピタンス
とする経営モデルが主流。

 構造変化期では、オペレーション力を活かしつつ、「事業モデル構築力」を強化
していくことが必要。そのためには、従来の企業組織と内部プロセスを変革し、
新たな価値を創造することに適した方法論を確立することが重要である。

（注）「事業モデル構築力」にはマーケティング機能を含む

【右肩上がり期の経営モデル】
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【構造変化期に適した経営モデル】

新たな事業を創造していく
「構想力」が必要

 技術・生産・販売それぞれにおける現場力
 QCDの飽くなきカイゼン力 等

 「範囲の経済」「規模の経済」「スキルの経済」「ス
ピードの経済」を増幅するプラットフォーム構築力

 ネットワーク外部性を増幅するエコシステム（バ
リューチェーン）構築力 等

 全社のベクトルを合わせ、個の総和を大きく超
える価値を創出する力

 「危機」を「機会」と捉え、経営モデルを進化さ
せ続ける変化適応力 等

【事業モデル構築力のポイント】

①スケール（空間的規模）

②サステナビリティ（時間的規模）



Ⅲ. 「構想力」を高める方法論
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本研究会では、「構想力」を「社会環境の将来展望と人が抱く潜在的な思いを予見
し、洞察しつつ、ありたい提供価値をデザインし、内外の利害関係者を巻き込みなが
ら適切な経営資源を組み合わせ、新たな事業コンセプトを創造していく力」と定義。



イノベーションを巡る新たな潮流
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 米国はイノベーションを「社会的洞察に基づく社会的・経済的価値」と定義。

 人々の生活や価値観を深く洞察することによって、新製品やサービス、ビジネス
モデル、社会システムなどを生み出し、人々のライフスタイルや価値観の変化
を生み出すイノベーション（「人間中心イノベーション」）を展開。

「人間中心イノベーション（human-centered innovation) 」

出所：経済産業省「フロンティア人材研究会報告書」（2012年3月）より抜粋

出所：堀井秀之「日本型イノベーションのあり方」『経済教室』2009年8月18日より作成

イノベーションの類型
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技術中心主義を改め、生活者に照準を
定めることが重要であろう。生活者が潜在
的に何を求めているかを感知し、「ああ、
私はこういうものを求めていたのだ」と思わ
せるモノやサービスを提供できるようにす
ることが課題になるのだ。

（出所：堀井秀之、下掲、引用）

技術志向



 生活者の本質的な欲求を読み解きつつ、顧客が求める価値を提供する上で、
サービス科学と認知科学の知見や方法論が積極的に活用されつつあり、
「技術と人とのインターフェースをつなぐ方法論」が注目されている。

人間中心イノベーションの実現手段

サービス科学（Service Science, Management and Engineering）

 「サービス科学」とは、勘や経験でなされることが多かったサービスそれ自身を科
学の対象ととらえ、科学的に追求、体系化し、サービスの生産性の向上を図ろうと
する学問分野。

 サービス科学におけるサービスとは、企業と顧客が共に価値を創り上げるものと捉
える。

ＯＥＣＤの戦略技術分野

ＯＥＣＤの研究開発は、ＩＣＴ、バイオテクノロジー、ナノテクノロジーの３分野に集中
認知科学分野（※）との融合が進展し、この４領域の融合がイノベーションを促す

「基盤」となる可能性が高いと指摘。

（※）情報処理の観点から知的システムと知能の性質を理解しようとする学際的な研究。
哲学、心理学、言語学、人工知能、神経科学、人類学といった分野を含む。

経営工学社会工学

システム科学
マーケティング デザイン

サービス科学

出所： 『OECDイノベーション戦略（2010）』
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 人を起点とするビジネスコンセプトを構築するためには、「市場（消費者）」と
「現場（間接部門）」との対話力の向上が不可欠。

 顧客に対する価値創造を事業価値につなげるには、あるべき姿をストーリーで
表現し、直面する具体的な課題を克服するプロセスが求められる。

人を起点とするビジネスコンセプトの構築へ

37

「現場」と「市場」のコミュニケーションによる価値創造

事業価値の創造へ：あるべき姿と課題克服のためのストーリー設定

 消費者をイノベーションを共創するリソースとして捉え、生活者の本質的な欲求を
読み解きつつ、顧客が求める価値を提供するプラットフォーム（双方向のコミュニ
ケーション）が必要

価値共創のプラットフォーム

「現場」
（営業・企画部門）

「市場」
（消費者）

コミュニケーションコミュニケーション
（エスノグラフィー・
サービス工学）

 そのためには、製造部門の現場力（工場管理等）だけでなく、消費者の潜在ニーズ
を読み解く間接部門（営業・企画等）の現場力、つまり「新たな現場力」を向上させ
ることが求められる。

効率的なオペレーション能力（品質・コスト・スピード）と
新製品・サービスの開発力を通じて新たな価値を創造する

新興国において日系企業の
現地法人がボリュームゾーン
を対象とした新たな価値提供

を図り、収益を確保。

その収益を日本本社の
R＆Dに投入し、高機能・高
付加価値の商品を開発

【あるべき姿を描くストーリーの例】

日本・欧米市場における
イノベーション生み出す

 上記のストーリーに対して、課題や必要な具体策を検討する。同時にストーリーの
数を増やしながら、同様の検討を行い、総合的で現実性の高い具体策を体系的に
整理することで新たな事業価値を創造する。



新たな価値創造の潮流
- サービス・ドミナントロジック（SDL）-
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サービス・ドミナントロジック（SDL）

GDL （Goods ‐Dominant Logic) SDL(Service-Dominant Logic)

交換の主要単位 人々はモノを交換し、モノはオペランド
（受動的）資源。

人々は専門化されたナレッジとスキル
やサービスの恩恵を得るために交換。

モノ（Goods)の役割 モノは 終製品。マーケターはモノの
形態、場所、時間そして所有を重視。

モノはナレッジ等を伝達するものであり、
価値創造プロセスの道具として顧客に
よって使用される「中間」製品である。

顧客の役割 マーケターは顧客を細分化し、モノを
浸透させ、流通させ、販売促進を行う。

顧客はサービスの共同生産者である。
マーケティングは顧客と相互作用する
ためのプロセスである。

価値の定義と意味 価値は生産者によって決定される。価
値はモノに埋め込まれ、「交換価値」と
して定義される。

価値は顧客の「使用価値」に基づき認
識され、決定される。

企業と顧客の相互
作用

顧客は他の資源とともに取引の創出に
利用される。

顧客は関係的交換と共同生産の参加
者として行動する。

 ＳＤＬは、従来のマーケティングにおけるモノとサービスを分離する見方ではなく、
すべての活動を「サービス」の視点からマーケティングを考えるもの。

 ビジネスの文脈では、ＳＤＬは「価値づくり」に関する１つの世界観。モノとサービス
を一体的に融合させ、対価を支払うに値する提供価値をデザインする視点が
重要となる。

ＧＤＬとＳＤＬの比較
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価値づくりは「製品（ハードウェア）それ自体」から「製品を用いた仕組み」に移行

備考：Vargo and Lusch(2004),”Evolving to a New Dominant Logic for Marketing,”等を基に当行作成

（注）GDLとは有形財である「モノ」を中心としてマーケティング
を考える従来型の考え方を指す。



製造業のサービス化とサービス・ドミナントロジック

 消費者の多様なニーズに対応するためには、単一の製品・サービスの視点から
事業モデルを考えるだけでは不十分である。

 広く組織外のリソースを戦略的に活用することで、低コストかつ迅速な価値創造
およびその提供が可能になる。

顧客が求める価値：交換価値から使用価値・共創価値へ

出典：藤川佳則『製造業のサービス化：「サービス・ドミナント・ロジック」による考察』より引用

「価値を生み出すのは企業であ
り、顧客は企業が生み出した価値
を消費する」という企業から顧客
への一方向的・分業的な「価値生
産」と「価値消費」

価値を生み出すのは企業と顧客の
双方であり、相互作用を通じて価
値を創造する、という双方向的・
協業的な「価値共創」

※１：企業が創ったモノやサービスが代金と引き換えに受け取る価値（モノ・サービスそれ自体の価値）
※２：売った後に顧客が使用することで生み出される価値
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サービス化のレイヤー論



ＳＤＬによるバリューチェーンの捉え方

 ＳＤＬから従来のバリューチェーンを捉え直すと、新たなビジネス展開、新たな
価値創造の可能性が広がる。

購買物流
オペレーショ
ン（製造）

出荷物流
マーケティン

グと販売
サービス

「先端技術の製品化」が「消費者の高い効用」となるとは限らない
顧客と一緒に価値を創造する「共創」が大きなテーマ
「サービス化」は、「ものづくり＋（付加価値としての）サービス」とは意味合いが異なる

「購入者がお金を払う価値があると思うのは製品
（モノ）ではなく、モノが与える効用」という発想への転換

モノ中心のバリューチェーン

 「競争優位性は、優れたモノ、差別化されたモノから生まれる」という発想
 モノ中心のバリューチェーンではサービスはいわば付け足しのような位置づけ

サービス中心のバリューチェーン

出所：ヘンリー・チェスブロウ「オープン・サービス・イノベーション」（阪急コミュニケーションズ、2011年）を基に作成
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委員からの
コメント

 日本では、標準品からの変更（カスタマイズ）は事業者が負担するという商習慣が根強
い。自動車産業では、セットメーカーの仕様変更に部品メーカーはその変更への対価を
ほとんど求めない。欧米では仕様変更に対応する代わりに価格に上乗せするし、中国
はそもそも仕様変更に応じないことが多い。日本企業だけ対価も求めずに、顧客の要望
に従う。かなり特殊である。「サービスはタダ？」という感覚がある。



SDLから見た製造業のビジネス

 小松製作所の「KOMTRAX」
ダンプカーやショベルカーにGPSとコンピュータを搭載する機械稼働

システムを販売
顧客（建設会社）の作業効率の改善、管理コストを削減する「サービ
ス」を提供

 アディダスのリストバンド式の「 miCoach」
顧客はランニング中に、心拍数やペース、歩幅、スライド、カロリー
などを把握し、ランニングに生かすことが可能。

「製造業のサービス化」と称される企業事例においては、サービス事業を、製品販
売後に仕方なく行うコストセンター的な事後処理業務（アフターサービス）として捉
えるのではなく、製品販売後に顧客価値の増大を実現し、持続的な競争優位の
獲得を目指すための戦略的活動と位置づけ、積極展開する例が目立っている。
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 IBM社やGE社など統計上はサービス業と分類されない企業の多くが、「サービス」
から売上や利益を確保しており、トヨタ自動車や富士通をはじめ、日本企業も
その傾向を強めつつある（製造業のサービス化）。

製造業のサービス化の事例

「サービス」とは、一方が他方に対して提供する行為やパフォーマンスで、本質的に無
形で何の所有権ももたらさないもの。サービスの生産には有形財がかかわる場合もあ
れば、かかわらない場合もある（P.コトラー：コトラーのマーケティングマネジメント）。
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製造業のサービス化の収益モデル

 製造業のサービス化の事例では、モノづくりをやめてサービス化するという転換例
は少なく、ハード（製品）の販売収入が主な収益源になっているケースが目立つ。

 IBM社やGE社はサービスへの転換を明確にしている企業もいるが、
サービス業の収益性は決して高くない。

Amazon.com, Inc.

in million USD 2011 2010 2009

Total Net Sales 48,077 34,204 24,509

Total Operating Expenses 47,215 32,798 23,380

Income From Operations 862 1,406 1,129

Operating Margin 1.8% 4.1% 4.6%

アップル社の製品別収益

収益のほとんどはハードウェア。
iTunes Storeなどのサービス売
上が全体に占める割合は極め
て少ない。

アマゾン社の収益性

小松製作所のKOMTRAX

 小松製作所はKOMTRAXを通
じて製品販売後の顧客の製品
使用を通じて創り出される使用
価値を提供するモデル。

 ただし、KOMTRAX自体には課
金していない。

 小松製作所の建機を購入する
ときにKOMTRAXが生み出す使
用価値に対して課金する。

アップル、小松製作所のビジネスモデルは、顧客が求める価値を
「サービス」として提供し、その手段としてのハードウェアで稼ぐモデルである。
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デザイン思考／システム思考
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構想力強化に向けた新たな潮流

 わが国を含む先進国では、製造業が社会的課題のビジネスによる解決を事業
ドメインとする志向が高まっており、革新的な価値創出の学際的方法論や個別
企業の先進的な取り組みに対する注目が高まっている。

デザイン思考 フューチャーセンター エクスペリエンスデザイン

 デザイン思考の草分けであ
るＩＤＥＯによれば、デザイン
思考は「経験」「感性」「異領
域の出会い・協業」を重視

 理解・観察・視覚化・評価と
改良・実現の５ステップが一
般的

 組織の課題解決、組織間
の連携、外部の課題解決を
目的として、多数の参加者
からなるワークショップ等を
通じて個の「気づき」を創発
し、革新的解決法を創出す
る「場」

 エクスペリエンスデザインと
は、製品・サービスに対して
ユーザーが感じる「心地よ
い印象」、「見たことのない
驚き」、「知的喜び」といった、
何物にも代えがたい「主観
的」価値を提供するための
アプローチ

産業界や大学の新たな価値創出に対する取り組み（一例）

注目されている革新的な価値創出の方法論
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企業

大学

海外 国内

デザイン思考

フューチャーセンター

エクスペリエンスデザイン

オープンイノベーション室



デザイン思考

 イノベーション創出に関する方法論はわが国のおいても少しずつ取り組みが進
められているが、企業内での活用には組織内での理解や個々のスキル不足な
ど、今後克服すべき課題がある。

（経済産業省「フロンティア人材研究会報告書」（平24/3）及び
慶応義塾大学大学院ＳＤＭ研究科 前野隆司教授作成資料より当行作成）

イノベーション創出のための方法論（デザイン思考）
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• イノベーション
• チームでの協働
• 第一人称の重視
• やりながら考える

委員・アドバイザーから頂いた意見

 日本企業がイノベーションを創造できない理由は、経営者が怠惰なのではなく、イノベーショ
ンの取り組みが利益につながるという根拠を経営層や利害関係者に示す方法論がないから
である。日本産業の知的インフラとしてイノベーションを生み出す方法論（デザイン思考等）を
構築することが競争力強化につながる。

 各人はファシリテーターになれても、企業の中ではそれを生かせないことが課題であり、日本
全体でデザイン思考への理解を広める必要があると考える。

 デザイン思考、マルチステークホルダーの対話等の取り組みは既にあるが、定着していない。
そのレバレッジポイントは「コミュニケーション」であり、成熟したコミュニケーションが取れていな
いために定着せず成果が出せていないと考える。

 構想立案を成功させるためには①理論の理解（デザイン思考・システム思考等の理解、分
析・推測等の力） ②場のデザイン力（時間配分、空間設計等） ③ファシリテーション力
（具体の場で前に推進させる力）が重要である。この３つの能力を持っている人が現場にいな
いとデザイン思考を体現できない。

エスノグラフィックな質
的なアプローチにより、
対象を観察

集合知に基づく協働を
重視。ブレインストーミ
ングなどチームで発想

何度も試してみるプロタイ
ピングによるアプローチ



スタンフォード大学
ハッソ・プラットナー・デザイン研究所（d. School）

 2005年にイノベーション人材の育成を目的に設立。Ｔ型学生（知識、スキル、
課題解決法を豊富に有する学生）が他の人材と協働で創造性を発揮する
能力を開発することをサポートする。

 中心的な思考法であるデザイン思考プロセスは、エンジニアリング、デザイン、
アート、社会科学の思考ツール、ビジネス界からの洞察を取り入れている。

 工学、アート、メディカル、教育、法律、社会科学等の様々なバックグラウンドの
学生が集まり、ワークショップを通じてプロセスを体験する。

出所：スタンフォード大学ハッソ・プラットナー・デザイン研究所／慶応義塾大学ＳＦＣデザイン思考研究会編集
「デザイン思考家が知っておくべき39のメソッド」を参考に作成

共感
（Empathize）

問題定義
（Define）

創造
（Ideate）

プロトタイプ
（Prototype）

テスト
（Test）

 問題を抱えてい
るユーザーがど
んな人で、何を
大切にしている
かについて、深
く共感する

 共感するため
に、「観察する」
「関わる」「没頭
する」

 ニーズを知り、
インサイトを得る

 共感して発見し
たニーズやイン
サイトを分解・
統合し、理解を
発展させる

 理解にもとづい
て実践可能な
着眼点＝デザ
イン・ゴールを
見出す

 アイディアを創
出し、コンセプト
を押し広げ、拡
大する

 大量かつ多様
なアイディアを
ストックする

 この段階で、評
価は行わない

 考えていること
を、物質的な形
にする（ポスト
イット、ロールプ
レイ、空間や物
など）

 共感の増強、
解決オプション
の探索、テスト、
インスピレーショ
ンをえることが
狙い

 ユーザーが置
かれている環境
（適切な文脈）
で、未完成の解
決策を評価す
る

 着眼点の見直
し、ユーザーへ
の共感、プロトタ
イプや解決策の
改善が狙い

５つのステップをサイクルとしてとらえ、素早く回し、必要に応じて繰り返しサイクルを回す

ワークショップ等教育プログラムの開催に加え、学内に留まらない多様な活動を展開

新興国における
企業デザインの実践

 ワークショップやクラスから
派生した５つの企業が新興
国において既存のビジネス
ルールを変更するほどの成
果を出しながら活動

K-12 Ｅｄｕｃａｔｉｏｎ

世界中の初等教育レベルや
高校教育レベルを対象に、
デザイン思考のワークショッ
プを提供し、より若い世代の
創造性発揮をサポート

多様なパートナーシップ

現実の課題やプロジェクトを学
生に提供するために、フェイス
ブック、Ｐ&Ｇ、グーグル、ウォ
ルマート、などグローバル企業
とパートナーシップを締結

デザイン思考プロセスの５ステップ

d.Schoolの展開
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北欧のイノベーション教育の取り組み

 北欧諸国では国内マーケットサイズが小さいことからグローバル競争力を高める
志向は必然的に明確であり、企業・大学が連携してのイノベーション人材育成へ
の取り組みに積極的である。

 技術探求型イノベーションに加え、ユーザー起点イノベーションも重視している。
人材にはビジネス、技術、デザインの素養が求められる。

Copenhagen Living
Lab

ノキア

Finish Industry
Investment

 イノベーションは、価格ドリブン、技術ドリブン、人
間ドリブンと変化してきている

 技術ドリブンではとにかく資金を注ぎ込むという
方法ではうまくいかない

 21世紀のイノベーションは、Democratizing
Innovationである

 ＶＣの案件評価基準もユーザー・オリエンテッド
に変化

教育機関のイノベーション教育の目指す人材像

北欧の主要組織が持つイノベーションの認識

出所：経済産業省「フロンティア人材研究会報告書」（2012年3月）より抜粋

Copenhagen Institute of 
Interaction Design

（CIID）

 技術イノベーションからインタンジブル・デザイン
へのイノベーションに力点がシフト

Aalto大学（フィンランド） ＣＩＩＤ（デンマーク）

ビジネス

デザイン
テクノロジー

３領域のコーディネート人材を育成

顧客経験・事業
デザインに技
術を活用できる

顧客経験と事業
がデザインできる

デザインの素養、事業構築の素養、技術の素養
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東京大学 知の構造化センター i.school

 解決困難な課題やそれを取り巻く複雑な状況に接したときに、ラディカルな変化
のプロセスを主体的に設計できる人材（人間中心イノベーター）を育成。

 人間中心イノベーションに不可欠な方法論として、実践の場であるワークショップ
には、「あつめる（understanding）」、「ひきだす（creating）」、「つくってみる（
realizing）」の３つから成るステップと、 「知の構造化ツール」を組み合わせる。

 上記方法論を通じて事業化プロセスの経験値を形式知化することで、事業化の
成功確率が高まる。

膨大な知識に対して「知の構造化技術」を適用することでイノベーションをはじめ、問題
解決、意思決定、人材育成が可能となる方法論

知の構造化技術の活用

膨大な知識や情報の関係性を抽出
し、その関係性にもとづいて知識や
情報を構造化し、可視化する技術。

 １つの分野にとどまらず、分野を超え
た知の活用と価値創造が可能にな
る。

成果は常にフィードバックされ、イノ
ベーション・サイエンス構築を目指す

ワークショップ
（東大院生中心）

イノベーション・サイエ
ンスの構築

 20～30名を4～5の
グループに分けて、
年6回程度のワーク
ショップを開催

 サービスデザイン、社
会的企業デザインな
ど多様なテーマ

 ワークショップの活動
プロセスが記録され、
サービス・サイエンス
構築のための研究対
象に

 認知科学、脳科学、
知能工学、組織学習
論などから研究者が
参集

イノ・トーク
（一般向け）

 少人数＋カジュアル
な雰囲気で、レク
チャーとディスカッ
ションを楽しむ新スタ
イルの公開セミナー

 イノベーションを社会
に広く普及させる

小・中・高生や社
会人を対象とし
たプログラムへの
発展

構想力や発想力
の早期養成

出所：東京大学i.school編「東大式 世界を変えるイノベーションのつくりかた」を参考に作成

東京大学 i.schoolが提唱するイノベーション創出の方法論

i.schoolの展開
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今後の展開

出所：東京大学 知の構造化センター ホームページを基に作成



慶応義塾大学大学院ＳＤＭ

 現代社会の大規模化・複雑化した諸課題を解決するためには、従来の縦割り
型専門分野のみでは不十分である。

 そのような諸課題の解決に際しては、全体統合型の解決策提案（デザイン）と
解決策を確実に精緻化（システムズエンジニアリング）する、システムデザイン・
マネジメント（ＳＤＭ）が不可欠になっており、ＳＤＭ学を身に付けた次世代リーダ
ーの育成が重要。

システム思考デザイン思考 ×

イノベーション
チームでの協働
第一人称の重視
やりながら考える

イノベーション
チームでの協働
第一人称の重視
やりながら考える

木を見て森も見る
システミック
システマティック
計画的なデザイン
確実な評価・検証

木を見て森も見る
システミック
システマティック
計画的なデザイン
確実な評価・検証

×

多様な人材（専門
性）の集合（新卒学
生、企業人、外国
人）

チームでの協働重視
 イノベーティブ研修、

共同研究

多様な人材がコラボ
する「場」

デザインプロジェクトや各種ワークショップを通じて、企業・自治体のリアルな課題解決をグ
ループで競い、実践的にＳＤＭの方法論を習得・発揮しながら次世代リーダーを育成

デザインプロジェクトの流れ

リアルイノベーション
プロジェクト

ラーニング
プロジェクト（ＬＰ）

アクティブラーニン
グプロジェクト

 多様なＳＤＭ方法論
の習得（種々の思考
法や分析法、創造
性、協働の方法など）

 ＬＰで習得した方法論
を用い、プロポーザー
企業からの課題に対
するコンセプトデザイン
をグループで実施

 企業や自治体が抱え
るリアルな課題の解決
に取り組む。グループ
で成果を競い合う

実際に起業
新たなＳＤＭ

手法の開発

出所：前野委員提供資料を参考に当行作成

慶応義塾大学大学院ＳＤＭが提唱する方法論

ＳＤＭの実践（デザインプロジェクト、ワークショップ、共同研究）
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フューチャーセンター、シナリオ分析、バックキャスティング

 構想力を高める方法論にはデザイン思考の他に、フューチャーセンター、
シナリオ分析、バックキャスティング等がある。
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フューチャーセンター（FC）

企業、政府、自治体などから組織を超えて、多様なステークホルダーが中長期的な課題の解決を目
指し、様々な関係者を幅広く集め、関係性をつくる。そして、未来志向の対話を通じて新たなアイデア
や問題の解決手段を見つけ出し、相互協力のアクションを起こしていくための「開かれた場」。その形態
は、運営主体や目的などによって多様である。

ソーシャル・
デザインFC

オープン・
イノベーションFC

オープン・
ガバメントFC

クロス・
ファンクションFC

Innovation（社会変革）

Transformation（組織変革）

パブリックセクター中心
（行政、地域コミュニティが

中心にFCを推進）

プライベートセクター中心
（企業が中心にFCを推進）

出所：富士ゼロックスホームページ（http://www.fujixerox.co.jp/solution/kdi/fc/types.html)を基に作成

シナリオ分析

バックキャスティング

不確実な変化を生み出す深層要因
を洞察し、未来に起こりえる環境
変化の「シナリオ」を複数想定
し、それに基づいて意思決定や判
断を行うための戦略策定の手法。
シナリオを作成手段には論者や流派に
よっていくつかの方法論がある。

出所：新日本石油ホームページより引用

「将来のあるべき姿」を決めて、
それを実現するために、実施すべ
きことを決めてくという考え方で
ある。これと対になる考え方が
フォアキャスティング（現状の延
長線上で将来の姿を描いていく考
え方）である。 邪魔する壁

①将来の制約条件
等の検討

②「将来のあるべき姿」
を描く

③現状のままでは直面してしまう課題
（壁）を発見する

バックキャスティング

④壁を超える方法を探す

将来現在

内向き志向の企業を開き、社会的な共有価値を
セクターを超えたつながりから生み出すFC

多様な専門家や社会起業家たちが、共通の
テーマで集まり、社会変革を起こすためのFC

政府や地方自治体、あるいは市民団体が
中心となり、市民の対話の場を育むためのFC

企業が、組織の壁を超えて協業し、革新のスピードを
高めていくためのFC



産業界のイノベーション創出に向けた取り組み

 大手企業では、イノベーション創出手法の方法論と「場」が組織内に設定する
取り組みが進展。

技術開発の
スピードアップ

製品の性能
レベルアップ

技術開発投資
効率アップ

大阪ガスグループ オープン・イノベーション

保有技術シーズの公開

日立製作所 エクスペリエンスデザイン

横河電機 フューチャーセンター

創造する
（アイディエーション、
ワークショップ）

深く知る
（エスノグラフィ、
ユーザー調査）

「物」を示す
（模型で視覚化）

実践する
（多くの人と共有）

４つの対話プロセスを素早く回す

自前に拘らず外部技術
を積極的に活用する

海外・異業種を交えた
ワークショップの継続開催

ワークショップ環境整備
（現実空間、仮想空間）

未来シナリオから
研究テーマを設定

未来像の継続的な描き出し
（シナリオプランニング）
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（注）エスノグラフィ調査とは、開発しようとしている製品・サービスに関
する人々の実際の行動を観察し、得られたデータに対して事実
に基づく分析を行うことによって、人々が実際に行っていることの
全体像、暗黙のうちに前提としている価値観、満たされない
ニーズや願望を明らかにする社会科学手法をさす。

出所：各社提供資料およびホームページを参考に当行にて作成

「１：ｎ」の場作り



アジア諸国のイノベーション教育の取り組み

 国土が狭い韓国やシンガポールでは国家や大企業を中心にイノベーション人材
の育成に取り組んでいる。また、中国においても同様の取り組みが本格化しつつ
ある。

中国の取り組み

韓国サムスンの取り組み

シンガポールの取り組み

1993年の‘新経営’により、経営コンセプトを量重視から質重視にシフトさせたことが背景

1994年頃から
デザイン重視姿勢へ

2006年から
Product Innovation Team設立

デザインセンターを地方都市からソウル
へ移転、若い優秀なデザイナーを採用

デザインファームＩＤＥＯと提携
社内デザインスクール「Innovative

Design Lab of Samsung」の設立
ＣＤＯ（Chief Design Officer）ポスト設立
ソウルに消費者のプロトタイプテストの場

としてUsability Labを開設

デザインセンターを地方都市からソウル
へ移転、若い優秀なデザイナーを採用

デザインファームＩＤＥＯと提携
社内デザインスクール「Innovative

Design Lab of Samsung」の設立
ＣＤＯ（Chief Design Officer）ポスト設立
ソウルに消費者のプロトタイプテストの場

としてUsability Labを開設

一般消費者向け製品を技術ドリブンから消
費者ドリブン（ユーザー起点）へ変えることが
ミッション

2006年にシリコンバレーを皮切りに、イギリ
ス、中国、インド、シンガポールに設立

製品の機能価値と感性価値の双方が備
わっていることを重視し、2-Viewデジタルカ
メラなどが実績

一般消費者向け製品を技術ドリブンから消
費者ドリブン（ユーザー起点）へ変えることが
ミッション

2006年にシリコンバレーを皮切りに、イギリ
ス、中国、インド、シンガポールに設立

製品の機能価値と感性価値の双方が備
わっていることを重視し、2-Viewデジタルカ
メラなどが実績

The Design Singapore Council Singapore Polytechnic

情報芸術省傘下の組織
デザインのイノベーションによりシンガポー

ルの競争力強化を目指し、デザイン産業
育成、企業によるデザインの適用促進や
協働、イノベーション創出の風土醸成に取
り組む

2006年、School of Design設立。
学位取得コースにデザイン思考を取り入

れた教育を実施
国内中小企業を対象とした人材育成や

コンサルティングも提供している

国土の小さいシンガポールではイノベーション人材育成は必須課題

国家高技能人材振興計画 中国版スティーブ・ジョブス養成ＰＪ

専門性が高く、高度な熟練技能を有した
イノベーション力あるリーダーを輩出するこ
とが目的

浙江省寧波市で、中国において、ビジネス、
テクノロジー、デザインを統合しイノベーショ
ンを創出する人材を輩出することが目的

中国においても国家単位・地方単位でイノベーション人材育成の取り組みが開始

出所：経済産業省「フロンティア人材研究会報告書」（2012年3月）より作成

53



Ⅳ. 競争力強化の方向性
－「場」の創出－
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競争力強化の方向性

55

（＊）「協創力」とは、「ビジネスチャンスの実現や社会変革などの理想実現のために、人と人とをつなげていって
ネットワークを作り、そのネットワークを活用して人間の集団としての叡智を引き出し、革新的なアイデアや
デザインを生み出す力」を指す。



協創を阻む「壁」

 事業コンセプトを構築するには、多様なステークホルダーが集い、オープン
かつフラットな関係で対話し、「知恵」を集める「場」が必要。

 そのためには、競創を阻害する「壁」（既成概念や行動様式）を新たな目的と
動機付けを通じて乗り越えることが重要。
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委員・アドバイザーから頂いた意見

人と人との
「壁」

 かつての成功体験が強く、その成功モデルが若い人に受け継がれ拡大再生産されている。
 技術者が既存の価値観から脱する「脱学習のプロセス」が必要だが、技術と技術者の人格

は一体化しているため、人格否定につながりかねない。

企業内の
「壁」

 かつて日本企業には欧米という（企業や組織の枠を超えて達成すべき）明確な目標があり、
そこに到達するには縦割りした組織構造が も効率的だった。しかし、現在は目標は所与で
はなく、それ自体を定めることが必要な時代。組織横断的に「何をすべきか」を議論し共通
理解を図りながら目標に向かって突き進むことが必要だが、非常に難しい。

企業間の
「壁」

 これまでの産業政策は技術オリエントで製造業（モノを作る側）に力点が置かれ、サービスセ
クター（物流、小売等）がバリューチェーンの上流（ビジネスモデルの構想や製品コンセプト
等）に関わることはなく、製造されたモノをどのように売るかをいう立場に追いやられてきた。
製造業とサービス業との連携を図るには、新たなバリューチェーンを構想し、生活者に受容
されるシナリオを作り出すことが不可欠である。

国と企業の
「壁」

 何か新しいことをしようとして、規制の緩和等について省庁と調整すると、経産省との調整の次は
厚労省、厚労省との調整が終われば国土交通省、あるいは同一省庁内での別部門との調整と
次から次へと調整窓口、調整事項が増え、その間に技術やビジネスモデルが陳腐化してしまう。

協創を阻む「壁」



求められる構想立案の「場」とは

 新たなビジネスモデルを構想するには、第一に解くべき課題に対して共感を持つ
こと大切である。

 その上で、多様性、継続性、方法論（デザイン思考等）、ファシリテーション機能、
マーケティング機能、事業価値の評価機能等を確保することが必要である。
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委員・アドバイザーから頂いた意見

共感  「生活者や社会が本質的に抱えている課題は何か」、「何を解決すべきか」という問いに対して明確な
コンセンサスを構築しないといけない。

多様性  経験、年齢、性別、国籍が異なる人との対話を通じて革新的なアイデアやコンセプトが生まれてくる。
日本の中での閉じた議論ではいけない。

方法論  複雑に絡み合った問題・課題を全体 適の視点から解決にするには、デザイン思考やシステムエン
ジニアリング（システム思考）が有効である。

継続性  単発で終わらせることなく継続的に成長できるよう、段階を踏んだプランニングが必要である。

ファシリテー
ション機能

 異なるメンタリティ、評価基準を持つ人や組織をつなぎ、一つの目的に向かって行動するチームを創
り上げるには、コミュニケーションを円滑にするための「共通言語」とファシリテーション人材が不可欠

事業価値の
評価機能

 ファイナンスと事業性の見方やファンディングやリスクシェアを議論でき、事業価値を評価できる機能
を「場」に盛り込むべき。「教育と実践」を「場」を提供することが求められるのではないか。

マーケティン
グ機能

 情報の質（マーケティング）を高める機能が重要。バリューチェーンを回って話を聞いていくという試み
は、部分 適から全体 適の視点が手に入り、クロスセクターのプロジェクトへつながりうる。

（注）ファシリテーションとは会議
やミーティング等の場で、発言
や参加を促したり、話の流れを
整理したり、参加者の認識を確
認するなど、合意形成や相互理
解をサポートすることにより、組
織や参加者の活性化、協働を
促進させる手法・技術・行為。



経営資源の融合の形態
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新たな価値の構築

• 買収側のコスト大

• 買収後の企業文化の違い等のリスク（PMI）

• ただし、買収される範囲（企業や事業）は契約上
明確にされる

M&A

（事業買収を含む）

• 参加企業における資源の切り出し

• 参加企業の利益配分

• マネジメント（ガバナンス）体制の確立

• スピード感のある事業展開ができるか

• そもそも「いいもの」を外に出すか

資源の持ち寄り

（合弁事業等）

＜主な手法と論点＞

 企業価値の中核が、企業が保有する無形資産・資源と言われるなか、ホリス
ティック性*が高いものをどのように分離・融合して、価値創出に繋げるかが課
題である（M&Aの場合を除く）。

委員から
頂いた意見

 海外は大規模なＭ&Ａの実施により、ガバナンスを効かせ、規模の経済を実現する。日
本の企業が進むべき道は２つ。海外勢と同様に大規模なＭ&Ａを行うか、それとも、各社
が全体 適の視点から連携して一つの製品・サービスを提供するか。後者を成功させる
には、「バーチャルなＭ&Ａ」とでも言うべき、高いコミットメントが要求される。

* ギリシャ語で「全体性」を意味する「ホロス（holos）」が語源。現実の基本的有機体である全体は、それを構
成する部分の総和よりも存在価値があるという理論であり、同時に、一固体は孤立に存在するのではなく、
それをとりまく環境すべてと繋がっているという考え方。

資源の持ち寄り、もしくは売買

大企業の内部資源をフレキシブルに活用

企業A 企業B 企業C
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「資源の持ち寄り」の成功事例

 「資源の持ち寄り」についてはお互いが保有しない資産を認識し、パートナー
シップを形成する成功事例がある。

 従来型のバリューチェーン上の「垂直型」による成功事例がみられる。

「ヒートテック」を代表とする成功事例もでている。
従来型の垂直的なバリューチェーンのなかでは
相互の経営資源の補完がしやすい、といった
メリットも見られる。
Ex.自動車におけるリチウム電池の開発

高張力鋼板の開発

ユニクロ

東レ

「技術開発力」

「企画・開発力」

ビジョン、コンセプトを立案できたとしても、連携の仕組み作りが
本質的な課題として残る

委員・アドバイザーから頂いた意見

 バリューチェーンの川上・川下（垂直型）の融合に新たな価値創造の可能性がある。
 戦略的な連携を図る「場」だけあっても仕方がない。ユニクロと東レの事例のように、社内以上に

パートナー同士が情熱と覚悟を持って深くコミットメントしあうことが不可欠。ヒートテックの事例で
は、東レ側にユニクロ専用の調整窓口が設けられ、コーディネーション機能を発揮したことが成功
要因の一つである。

 「オープン・イノベーション」とは、一見外に開かれていくように見えても、実は内部戦略と組織の
再構築のプロセスに他ならず、「互いに刺し違える」くらいの覚悟とコミットメントが要求される。



ＩＭＥＣ（Inter-university  MicroElectronics Center）

 フレームとロードマップを用意し、バリューチェーンを構成する企業（１業種１企業の
徹底）がオープンに参加する仕組みを提供。

 共同事業体（IMEC）所有の知財と各社所有の知財を分別して管理することで、共同
開発により低コスト化を図る部分と競争優位の源泉として独占する部分の戦略的な
差配が可能である。

 共有知財は後からであればあるほど入手量が増加するため、参入のインセンティブが
発生しやすく、「スキル・範囲・規模」の経済性が働きやすい仕組みになっている。

 ＩＭＥＣはベルギー拠点の独立研究機関（NPO法人）。 Fillips、Intel、Samsung、
Panasonic等半導体関連企業を中心に約600社と提携。収益は約3憶ユーロ（
約334億円） （2011年度）

 世の中や産業界の変化を予測し、製造までを視野に入れた開発を支援する

＜IMECの知的財産共有の仕組み＞

 IMEC がプロジェクトとして実施する技術範囲を決定（赤枠）

 赤枠を埋めるようにプロジェクトに参加するパートナー（ 黒枠）を探
す

 IMEC とパートナーが共同で実施したR&D（②茶枠）については、そ
の成果はIMEC と
パートナーの共有となる

 黒枠内であるが、IMEC が実施したR&D（③青枠部）については、そ
の成果はIMEC
が有する

 黒枠内であるが、IMEC が設定したプロジェクト外であるため企業が
単独で実施したR&D
（④緑枠部）については、その成果はIMECは所有しない

 ①部（薄黄色）の成果についてはIMEC が所有し、契約次第で各パ
ートナーも使用が可能

出所：産学官連携ジャーナル2010年9月号

＜IMECの研究開発支援サービス＞

 ＩＭＥＣはアプリケーションが見える段階から商品開発前までの
フェーズを支援する。技術を使用した製品製造までを視野に
入れた支援に特色がある

 ＩＭＥＣが自ら世の中の変化や産業の変化を予測し、産業界の
ニーズに沿ったプロジェクト・テーマの選定を実施する

出所：産学官連携ジャーナル2010年9月号、ＩＭＥＣオフィシャルサイト
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米国ピッツバーグ：
UPMC（University of Pittsburgh Medical Center）
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 バリューチェーンを構成するステークホルダーが融合してイノベーション・プロセスを
共有する「場」を形成。

 都市機能、大学、ファイナンスが連携して技術シーズとサービス・オペレーションの
両方を視野に入れたサポートを実施。

 先端技術創出のため「ビジネス分野」を盛り立てる「パブリック分野（寄付など）」
を活用したスキームを構築している。

～ＩＨＮ（Integrated Healthcare Network）とは～
急性期病院を核にリハビリ、検査、在宅ケアなど異なる機能を担う医療事業体が垂直統合した
地域医療ネットワーク／医療事業体

医療産業集積をサポートする仕組み新技術・新規市場創造の原動力

ＩＨＮ

医療保
険 終末期

ケア

長期介
護

在宅ケ
ア

リハビリ急性期

ケア

救急

ケア

患者搬送
サービス

精神ケア

プライマリ
ケア／専
門ケア

予防と早
期発見

連続した継ぎ目のないケア

その他

関

連

企

業

官民共同の
非営利組織

ＰＬＳＧ
（ﾋﾟｯﾂﾊﾞｰｸﾞ
ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ
ｸﾞﾘｰﾝﾊｳｽ)

医療・生命科学
分野の研究成果

の企業化

• 人材派遣
（経営者の派遣）

• 経営コンサル
ティング

• マーケティング支
援 など

【建物】
製鉄所跡
地の活用

サービス

ＵＰＭＣ

ﾋﾟｯﾂ
ﾊﾞｰｸﾞ
大学

ｶｰﾈ
ｷﾞｰﾒﾛ
ﾝ大学

投資会社

出資

出資投資

ミッション
優れた患者ケアを提供することにより、地域社会に奉仕
するために、臨床的および技術革新、研究、教育を通じ
て、明日の医療制度を形作ること

特徴 医療の産業集積、グローバル展開など

事業収入 100億ﾄﾞﾙ［約8千億円］（2012年6月見込み）

経常利益 727百万ﾄﾞﾙ［約5.6百億円］

社会貢献支出 563百万ﾄﾞﾙ［約4.5百億円］

保険加入者 （医療圏人口400万人）180万人以上

【UPMCの概要】

～ Connected Medicine ～
時間、場所、健康状態に関わらず

包括的なヘルスケアを提供



Ⅴ. 協創を事業化につなげる枠組み
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進まない「プラットフォーム（事業主体）」の活用

 日本版LLP（有限責任事業組合）の創設（H17/8)、会社法改正(H18/5)、
信託法改正(H18/12)により、複数の企業等が連携して事業運営するための
企業体、会社形態の選択肢は拡がった。

 しかしながら、それにより企業横断的な取り組みやオープンイノベーションが活
発化している様子は窺えない。

→ 制度面の隘路が課題となっているわけではないと思われる。
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 企業内外において「出会い」や「遊び」の機会が減少

 多くの人が共感できる目標の欠如

 求められる金融機関の参加意識と創造性

委員・アドバイザーから頂いた意見

 高度経済成長の時代には、多様なバックグラウンドを有する人々が集う「出会
い」の場が企業内にあり、イノベーションの多くが企業内で生まれた。

 近年は、選択と集中が極端に進んだ結果、企業内で創造性を育む「出会い」や
「遊び」の機会が減少し、これを社外に求めるようになっているが、知財管理等
の観点から有望な技術シーズは外部に出さない傾向が強く企業関連携が進ま
ない要因となっている。

 欧米を目標にしていた時代は縦割りの組織構造が効率的であったが、今後は、
目標そのものを的確に定めて事業を遂行するような、組織・企業横断的な議
論・活動の場が必要。

 シリコンバレーは、技術とファイナンスが共存するコミュニティが形成されている。
事業構想の立案段階から技術者とファイナンスの専門家が協働してプロジェク
トに参画することが重要。

 イノベーションを成功に導くためには忍耐が必要。一方で、開示制度に見られる
ように、企業を評価する時間軸が短期化する傾向にあり、時間を要する新規事
業が切り捨てられる要因になっているのではないか。



（参考） 連携事業を営むための制度概況
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（注） パススルー税制

一つの収益や所得が複数の段階を経て投資家や出資者などの帰属先に至る際、
途中の段階においては課税対象として扱わない方式。帰属先においてのみ課税さ
れるため、二重課税が回避される。

株式会社 合同会社 匿名組合
有限責任事業

組合（LLP）
事業信託

法人格 あり あり なし（営業者の
法人格による）

なし なし（受託者の
法人格による）

業務制
限

なし なし なし ①政令所定の
専門家の業務、
②政令所定の
射倖的業務、
を除き特に制限
なし

なし

出資の
方法

金銭又は金銭
以外の財産

「金銭その他の
財産」のみ

「金銭その他の
財産」のみ

「金銭その他の
財産」のみ

「財産」（金銭的
価値に見積もる
ことができる積
極財産）

出資者
の責任

間接有限責任 間接有限責任 間接有限責任
（営業者は直接
無限責任）

直接有限責任 間接有限責任

課税対
象

事業体課税 事業体課税 構成員課税
（パススルー）

構成員課税
（パススルー）

構成員課税
（パススルー）

＜主要なビークル＞

匿名組合を通じた仕組みを活用すれば
実質的なパススルー（ペイスルー）が実現

責任の範囲が不明瞭と見る
向きが強く受託が進まない

 連携事業を柔軟に遂行するための、基本的なビークルはそろっている。
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事業化につなげる枠組みの課題とその解決方策

 多様な関係者束ねるコンセプトとシナリオを
デザインできる経営人材

 コンセプトを実現するための新たな挑戦に意欲を
持つアントレプレナーシップを持つ人材

 多様な関係者との対話や経済社会の洞察、コン
セプト策定をサポートする触媒となる人材

 事業化を支える各種の専門人材

 中長期的な視点から健全なリスクマネー（エクイ
ティ）提供する主体の裾野拡大

 コンセプト作りをサポートする銀行家マインドを持つ
金融人材の育成

 銀行が持つリスク評価機能、ネットワーク機能等の
活用

 連携型の事業主体の形成には、会社形態等の制度設計のあり方がボトルネック
になっている可能性は小さい。

 「経営人材・サポート人材」、「ファイナンス」に係わる課題をいかに克服するかが
鍵となる。

委員・アドバイザーから頂いた意見

経営人材・
サポート人材

 経営者人材によるイニシアチブ（先導）、複数の企業や異文化人材を
束ねるコーディネート役の有無が連携事業を成功に導く鍵となる。

 海外の成長を取り込んだり海外企業と役割分担してコンソーシアムを形
成する場合、リエゾン役（つなぎ役）となる人材が重要。

 会社運営を支援するサービスやコンサルタントなど、外部リソースを上
手に使いこなすことで潜在的な成長力が開花させることが可能。

ファイナンス
（マーケット慣行）

 アーリーステージの事業にリスクマネーを供給する「目利き」は、ベン
チャー経営の経験者が相応しく、現状のベンチャーキャピタルとミスマッ
チがある。

 金融行政の成果浸透により銀行の貸出行動が画一化されてしまい、総
じて銀行は極端にリスク回避的になっている。

 銀行の顧客基盤や情報力を活用して企業の成長を後押しする機能の
強化が望まれる。

 投資家も経営者サイドも四半期等の短期サイクルで事業化の成否を判
断しがち。

 企業サイドは資本コストに対する意識が希薄で投資や新規事業に回ら
ない内部留保が積み上がっている。

課題解決の方策



求められる金融機関のマインドチェンジ

 銀行が審査力や情報力を活かしたリスクテイクを通じて企業の成長資金等に
適切な与信を行うことが求められる。

 一方で、預金者保護等の観点もあり、むやみにハイリスク案件への融資に取り
組むことは難しい。

 金融手法の点においても、顧客とともに新たな価値を創造する発想よりも目先
の収益目標を達成するために既存の商品等の提供に終始するプロダクトアウト
思考の貸出行動が散見される。
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委員・アドバイザーから頂いた意見

 （良くも悪くも）金融行政の成果浸透により貸出行動が画一化されてしまい、総
じてリスク回避的になっている印象がある。

 銀行の顧客基盤や情報力を活用して企業の成長を後押しするような機能の強
化も望まれる。

 米国でオープンイノベーションが生じた文脈においては、企業がイノベーションの
リスクを全て内部化できず、これを市場（技術の市場化）で引き受けてもらうとい
う協業があった。成熟した労働・資金のマーケットが存在していたからこそ成り
立った。

 日本では、こうしたマーケットが未成熟なため、オープンイノベーションがうまく機
能するか疑問が残る。

 金融機関（銀行マン）のマインドセットの変革

 企業の成長を後押しするような創意工夫を許容する監督行政や
制度整備

 金融機関が社内規定や金融検査マニュアルの箍を外して自由
な議論ができる場
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 わが国におけるビジネススタートアップには課題も多い。
 IFC：Doing Business 2012では日本はEase of doing business （総合評価）で

は20位であるものの、評価の一項目であるStarting a business※（起業の容易
さ）は107位にランクされる結果となっている。

※評価項目は①Procedures to legally start and operate a company ②Time required to 
complete each procedure ③Cost required to complete each procedure ④Paid in minimum 
capital

独立系ベンチャーキャピタル（VC）ヒアリング

 ファンドのなかでもVCはお金が集まりにくい。集まるとしても商社など大手資本等
傘下のVC。米国のVCでは年間1兆数千億円の投資があるが日本では投資残
高が1兆円程度。米国の投資残高は15～16兆円。欧州でも7～8兆円と規模
が大きく異なる。

 起業できてもIPO（株式公開）によるEXITは難しい市場環境。大企業に売却しよ
うとしても純資産ベースでしか買い取ってもらえない。資金的にM&Aのアドバイ
ザリーをつけられるわけではない。

 VCの投資先の場合、バイアウトファンド*のように、M&A、ファンド間での売却な
ど多様なEXIT手段があるわけではない。

 「技術」が興味深くてもそれだけでは投資できない。やはり経営者や成長戦略が
納得できないと難しい。

 日本の技術発ベンチャーはターゲットとする顧客セグメントが極めて小さく、その
後の成長戦略が描きにくい場合が多い。

リスクマネー提供に関する課題

 ベンチャーを含めたリスクの高い企業・事業に対するリスクマネーの
提供が少ないという日本の現状

 「イノベーション」の方法論を議論、実践できてもリスクマネーが伴わ
ない限り、コーポレートベンチャーの域を超えた事業展開は困難

＊企業の株式を既存株主から買収し、その企業価値を高めてIPOや第三者への転売を通じて投資利益を得る
ファンドの事



ファイナンス提供者の人材について
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委員・アドバイザーから頂いた意見

 米国では事業会社を経験しなければベンチャーキャピタルにはなれないと言わ
れているが、日本には自らベンチャー企業の公開を経験した投資家はほとんど
いない。ベンチャーで公開した企業のCEO・COOの何割かはVCのハンズオンに
なるという流れを作らなければならない。

 ベンチャー企業と他の人材との協調をコーディネート・マッチングするには事業と
ファイナンスの両方が分かっている人材がマッチングを行う必要がある。ベン
チャー企業は、様々な人材にネットワークを持ちハブになる人物を通じて他の人
材に会うことになる。

 経営経験者のベンチャーキャピタル経営の促進、連携の「結節点」となる
フィナンシャルコーディネーター不足などの課題が指摘された。

 求められるファイナンス提供者人材の多様性とキャリア流動性



試行錯誤段階で必要な資金

 人を中心とした価値創造プロセスでは、
①着想：課題解決探索の契機となる課題認識・機会、
②発案：課題解決のためのアイディア創造・構築・検証、
③実現：アイディアを市場に導く、というプロセスを何度も繰り返し、
より魅力的な市場を導き出す。

 日本では、短期的経済合理性追求の観点等から、この反復的なビジネスモデル
までも含めた試行錯誤に対し、資金提供をするプレイヤーは不在。
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委員・アドバイザーから頂いた意見

 デザイン人材（※）の発想は、「正解はないため、リスク低減目的で試し打ちをす
る」、「少し投資をし、利益を出し、市場の反応を見ながら対策を打つ」というも
の。市場の反応は読み切れないため、様子見しつつ対応するダイナミクスが必
要。

 新しいモノの創造において絶対成功はない。ローリスク・ローリターンはなく、挑戦
が必要。

 新しい取り組みには、一つの正しい解があるわけではない。いくつかのモデルを
作って実験する姿勢が必要。その際、リスクマネーの扱いは課題になる。

 新市場を開拓せんとするとき、どの時点でどの程度の額の投資をすべきか、適
切な投資のタイミングを知ることは難しい。事業化の早い段階での「おためし」を
許容してくれる資金。

 事業化前の共創価値を探る試行錯誤段階で必要な資金が提供
される仕組みが求められる

※イノベーションを達成する思考を持った人材



（参考） 各国のエンジェル税制

 欧米には株式譲渡益に対する課税の減免が存在。日本では譲渡益を50％に
圧縮する制度が廃止され、株式譲渡益課税の軽減措置は存在しない。

 対象企業の要件は、企業規模・創業年数・独立性等である。

 英国・フランスではファンド経由の投資向けに優遇税制を設けている。
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制度 対象要件 優遇税制

日
本

優遇制度A

•創業3年未満の中小企業であること
•収入に対する試験研究費比率・営業
キャッシュフロー赤字等の要件を満た
すこと 等

①（投資額-2,000）円を総所得金額から控除（上限は
総所得金額の40％、1,000万円のいずれか低い方）
②株式売却損を他の株式譲渡益と通算。3年にわたっ
て繰越可。

優遇制度B
•創業10年未満の中小企業であること
•収入に対する試験研究費比率等の
要件を満たすこと 等

①投資額全額を他の株式譲渡益から控除
②株式売却損を他の株式譲渡益と通算。3年にわたっ
て繰越可。

米
国-

•総資産が5,000万ドル以下であること
•資産の80％以上が適格事業（金融、
農業、ホテル・飲食店事業以外）に使
用されていること 等

①他のベンチャー企業株式への再投資により課税繰
延（6 ヶ月超所有している場合）
②譲渡益の50％部分相当額の圧縮（5年以上の保有
の場合）
③株式譲渡損は5万ドルまで他の所得との相殺可能。
残余分は無期限に繰越可。

英
国

Enterprise 
Investment 
Scheme

•未公開会社であること
総資産700万ポンド以下であること
•適格事業を営んでいること 等

①投資額の30%の税額控除（上限500,000ポンド）
②株式譲渡益に対する課税免除
③株式売却損（所得税額控除額を減じた額）を他の株
式譲渡益と相殺、または通常所得から控除（3年以上
保有の場合）

Venture 
Capital
Trusts

【ファンド経由投資】
VCTの投資額の70％以上が非上場
会社であること 等

①投資額の30%の税額控除（上限200,000ポンド）
②配当に対する所得税免除
③株式譲渡益に対する課税免除

フ
ラ
ン
ス

Petites et 
Moyennes
enterprises

•EUが定める中小企業であること
投資額の22%を税額控除（上限20,000ユーロ、創業
期企業の場合は50,000ユーロ）。または投資額の
50％を富裕税の税額から控除（5年以上保有の場合）

Jeune
Entreprise
Innovante

•EUが定める中小企業で創業8年未満
であること
•課税上の費用の15％以上が試験研
究費であること 等

上記に加え、株式譲渡益に対する課税免除（3年以上
保有の場合）

FCPI、FIP、
FCPR 等

【ファンド経由投資】
ファンド資産の一定割合（50～60％）
以上を非上場企業株式に投資してい
ること 等

FCPI、FIP：投資額の22％を個人所得税額から控除
FCPI、FIP、FCPR：ファンドが保有する株式の譲渡益に
対する個人所得税の免除（5年以上保有の場合）

各国のエンジェル税制比較

出所：各国政府HP、経済産業省資料等より作成



Ⅵ. 行動に向けての提言
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本提言は、政策（政府・公官庁）、企業（大学）、ファイナンス（金融機関等）が実
施すべき事項を整理したものである。
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政策

【行動ビジョン】

ビジネスによる社会的課
題の解決

挑戦を促し、賞賛するマイ
ンドの醸成

活用されない手元現預金
の活性化

企業/大学/社会

【行動ビジョン】

イントレプレナーシップを
担う人材育成

ソリューション型ビジネス
モデルと新たなバリュー
チェーンの組み立て

多様性のある「場」を通
じた創造力の発揮

ファイナンス/競争力強化
研究会

【行動ビジョン】

技術と金融と学が連携
するビジネスコンセプトを
構想する「場」のコーディ
ネート

金融手法の創意工夫と
リスクマネー供給

 リーディングプロジェクト
の実現

運動化 グローバル市場を
ターゲットに具体的な

ビジネスコンセプト
を積み上げる

グローバル市場を
ターゲットに具体的な

ビジネスコンセプト
を積み上げる

競争力強化に向けた運動化（総括）

行動ビジョン

① 将来の社会・生活の課題をビジネスで解決するこ
とを目的として縦割りを排除する

② 協創を大きなビジネスに組み上げる

③ 技術と投資家・ファイナンス・専門家を「場」で繋
げる

運動化

行動ビジョンを実現するためのシナリオ

運動を実施することで

課題先進国であること
を強みに変える

「新たな現場力」に立脚した
日本独自のイノベーション

モデルを創出する

グローバル市場で信頼・認知
され、経済的な果実を得る
ビジネスを数多く打ち立てる
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提案1 「社会的課題」に関わる政策窓口を一本化する。
（後出しじゃんけんを排除）

提案2 社会を救う「すごいアイデア」（共通課題：社会のニーズ）を描く。
社会的課題を明示して広く内外からハードとサービスが一体となった
ソリューションの提案を募る。
優れたアイディア（チーム）を表彰、採用する。

政策

政策 大学（社会） 企業

 ビジネスで解決すべき社会的課題について、関係省庁は企業等の当事者と共
に「社会的課題」を解決するチームの一員として、プロジェクトの推進を支援する
立場に立ち、政策窓口（相談窓口）を一本化する。

 当事者と省庁とがコンカレント（同時並行）かつよりスピーディーに円滑なコミュニ
ケーションを実現し、必要な規制緩和調整や標準化戦略の設定など新しいアイ
ディアの具現化を促進する。

 ビジネスで解決すべき社会的課題をテーマごとに、「社会・生活者の目線」から▽
現状のまま推移した場合に想定される将来像と問題点、▽社会としてありたい姿を
可視化、ストーリー化などを含めてわかりやすく表現、公表する。
大きなグランド・デザインを示すことで、多様な技術、ノウハウ、経営資源を「編集
（エンジニアリング）」してビジネス化する呼び水とする。

 社会としてありたい姿を描く場合、例えば、医療制度の改革という供給側の表現で
はなく、医療を支える経費率を半減させることで、「安心・安全かつ手頃な医療
サービスを受けられる」というデマンドサイドで表現する。

 「課題先進国」である日本が解決したいと考える社会的課題を広く国内外にオープ
ン化することで、 も効果的、経済的、効率的な解決方策を確立する。世界中の
衆知を結集し、優れたアイディア・コンセプトの提案を促すために、優れたプランを
表彰、採用する（「日本版DARPA」によるプロジェクト形成支援）。

*DARPA：米国防高等研究計画局（Defense Advanced Research Projects Agency)
先端科学技術の軍事技術への転用を担う。無人自動車による競技大会などを定期的に

開催し、技術の公募を実施。

 社会的課題を解決する優れたビジネス・コンセプトは、海外の技術、経営システム、
情報・人脈を国内に誘引すると同時に、将来的には世界が抱える社会的課題を
解決するソリューション・ビジネスとして展開できる可能性を持つ。

社会的課題をビジネスで解決するプロジェクトを創出

ファイナンス
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提案3 実証実験プロジェクトの価値構想、ビジネス・エコシステム設計と
フィージビリティ実証を義務化する

提案4 社会的課題の解決につながる新たなバリューチェーン（ビジネス・エコシス
テム）事業体に対し、税制、設備投資優遇などのインセンティブをつける。

 融合型事業体の事業推進を、事業環境の整備、税制優遇、設備投資負担軽
減、リスクヘッジ等の面から支援することで、「自前主義」の結果として小さく部
分 適化することを防ぐとともに、サービス・ドミナント・ロジックに立脚した高付加
価値で競争力のあるビジネスモデルを育成する下地を作る。

 社会的課題の解決につながる新しいビジネスとしての取り組みを、社会全体で
支援する姿勢を鮮明に打ち出す。

政策 大学（社会） 企業

政策 大学（社会） 企業 ファイナンス

 提案２を具体化するための実証実験は、技術の観点から実証実験を行うだけ
でなく、ビジネスモデルとしてのフィージビリティを同時に検証することを義務化
する。製品・システムの試用に加えて、サービスモデルや保守・メンテナンス等
の仕組みを一体化した上で使い勝手、リスクの所在、公益性と事業性の切り分
けなどを検証する。投下資本を収益より回収する仕組み、ビジネスモデルとして
の将来性、必要となる社会制度の改革などを実証実験と同時並行的に分析、
検討する。

 開発中の技術の用途開発を図る、技術や製品の機能性や性能を高めるという
視点に加えて、実証実験の結果として人にどのような価値が提供されるのか、
その価値は対価を払ってでも得たいと思うものかという、人を起点とするイノベー
ションへと発想の転換を促進する。

 実証実験の実施にあたっては、将来のビジネスモデルを想定し、商社が持つ
コーディネート機能などを活用しながら、新たなバリューチェーンあるいはビジネ
ス・エコシステム（※）を形成する企業等が融合、連携した推進主体を構築する。

※1：本来は生態系を指すエコシステム（動植物の食物連鎖や物質循環といった生物群の循環系）という
意味から転化し、経済的な依存関係や協調関係といった企業間の連携関係全体を指す。

社会的課題をビジネスで解決するプロジェクトを創出

ファイナンス



提案6 「審査機能」、「リスク評価機能」、「ネットワーク機能」を切り出して活用
する。

79

提案5 「β版アプローチ」（試行錯誤を許容する）資金とリスクマネーを用意する。

政策 企業 ファイナンス

 実際のプロジェクト型事業の形成過程を踏まえて、プロトタイプ（試作モデル）の
実証を通じて、事業化に伴うリスクを軽減させつつ 終製品・サービスの機能
性等の完成度を高めるという、いわゆる「β版」アプローチを許容する資金の枠
組みを整備する。β版アプローチでは、補助金等の申請において実現可能な
実証計画を必須とせず、 終的に目指す骨太のビジネスコンセプトを描いた上
で、一定の試行錯誤を行いながら徐々に計画精度を高めていくことを許容する。

 金融機関は、事業の立ち上がり段階で事業とリスクの目利き機能を発揮し、適
切なリスクマネーを供給する。また、金融機関以外の健全なリスクマネー（エク
イティ）の出し手を育成する。

 プロジェクトのコンセプト立案段階からファイナンスが検討に参画することで、
フィージビリティの検証を同時並行的に行う。

 ファイナンス側がリスクマネーを供給しやすくするため、事業主体と継続的な対
話を実施し、事業自体に対する理解を深め、情報の非対称性を解消する。

 ファイナンスが持つ審査機能、リスク評価機能、ネットワーク機能は、一般的に
は事業計画の策定降、ファイナンス機関内部の意思決定のために活用される
ことが多い。コンセプト立案段階から、これらのプロジェクトのフィージビリティ評価、
リスクヘッジの提案、他のバリューチェーンを担い得る企業とのマッチングなどの
機能を活用することで、多角的な検討、分析を行いつつ、コンセプト立案のス
ピードを上げる。

 関与するプロジェクトのケース化（経験値のモデル化、形式知化）を図ることで、
次なるプロジェクト推進に活用できる情報、ノウハウを蓄積する。

ファイナンス

協創を事業につなげるプラットフォーム

企業
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協創を事業につなげるプラットフォーム

提案7 既存の企業体、会社形態や金融ツールの利活用を促す。
伝統的な金融ツールに拘る金融機関のマインドチェンジを推し進める。
新たな金融手法の開発など創意工夫を許容する制度的枠組みを整える。

 金融機関の健全性の維持、利用者保護、管理体制の整備など金融行政の枠組
みが浸透した副作用として、日常的な業務行動が画一化し、目新しい手法が敬遠
されたり、創意工夫に乏しいなどの弊害が生じつつある。

 ビジネスを興し、育成するという観点から、銀行の役割を再定義し、預金者保護等
の制約の下でも、創意工夫により銀行の情報力や審査力を活かした適切なリスク
テイクをしやすい制度的枠組みを策定する。

 銀行の顧客基盤や情報力を活かして企業の成長を後押しする取り組みに、インセ
ンティブを付与する（金融検査を通じた奨励や兼業規制の一部緩和など）。

企業 ファイナンス

提案8 サポート専門家集団をサービス産業として育成する。

 多角的にビジネスモデルのフィージビリティを高めるには、多様な専門家の活用
ないしは専門的な知見や起業の経験値を有する人材との対話が重要となる。

 かつて、企業再生の事例を数多く積み上げることで企業再生ビジネスが一つの
産業として成立したように、社会的課題の解決につながる新たなバリューチェー
ン（事業体）をサポートし、事業化を円滑に促進するため、各種コンサルタント、
弁護士、会計士、弁理士、税理士といった士業などの専門家が一つの起業支
援サービス産業として確立するよう、具体の実証プロジェクトを支援する機会を
増やし、育成する。
また、事業立ち上げの豊富な経験値を持ち、イノベーションを創出してきた人や
産官学の各界でキーパーソンをつなぎ合わせることができる豊富なネットワーク
を持つ人材を「イノベーション職人」として位置付け、専門人材の裾野を拡げる。

 ビジネスモデルを立ち上げる専門人材を広く育成するためのプログラム、認証制
度を整えるとともに、このような専門人災が広くグローバルでの活動を奨励する
ための支援スキームを設ける。また、企業や大学が専門家人材に気軽に相談
できるように窓口機能（起業ネットワーク・バンク）を整備する。

企業 ファイナンス
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提案9 Ｒ＆Ｄ、設備投資など将来に対する投資の質を数年単位で評価し、
ディスクローズする。

政策 大学（社会） 企業 ファイナンス

 社会的課題の解決を企図するソリューション型ビジネスモデルの開発やイノ
ベーションの創出、基幹的な研究テーマの実用化には中長期的な時間がかか
る。企業情報の開示制度において、短期的な財務指標だけでなく、非財務情
報を含めた統合報告書等において、研究開発や設備投資の内容などイノベー
ションに対する取り組みを紹介、評価するような会社報告のあり方を検討する。

協創を事業につなげるプラットフォーム



提案10 政策立案プロセスにフューチャーセンター©（※）を導入する。

提案11 コンセプトデザインと認知科学・サービス科学の研究を融合し、
「産・官・学」を横断する「場」（フューチャー・センター）を設ける。
「編集人材」の社外チーム活動を奨励する。
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 超高齢社会を迎えたわが国において社会システムの構造改革を円滑に進める
には、産学官と社会が連携して課題の解決方法を対話、協議し、推し進めるこ
とが求められる。そのためには、 政策立案を担う官庁がタテ割りの弊害を排し、
社会と生活者が共感できるグランドデザインを描くことが必要である。

 生活者を起点とする政策を、省益にとらわれることなく、また既成の慣行などを
打ち払って真にあるべき姿を検討、分析するため、多様な関係者との対話を通
じて課題解決を図るフューチャーセンターのプロセスを政策立案プロセスに導入
する。

政策

 生活者の本質的な欲求を読み解きつつ、顧客が求める価値を提供する人間
中心イノベーションを創出することを目的とし、構想立案に資する多様な方法論
（認知科学、サービス科学など社会科学の専門的知見、デザイン思考、システ
ムズ・エンジニアリングなど）を具体のビジネスモデル構築、政策立案のプロセス
に応用する。

 認知科学、サービス科学など学の分野の研究ロードマップを策定し、科学技術
ロードマップとの摺り合わせを図る。また、世界との連携を意識し、多様なネット
ワークを有するキーパーソンを誘致するなど世界の先端的な情報収集を図る。

 ビジネスを構成する多様な要素（情報、技術、リソース等）から特定の要素を組
み合わせ、結びつけることで新たな意味づけや価値を構想する能力を持つ「編
集人材」の育成を意識し、社内外での研鑽や交流など弾力的な活動を理解し、
評価・奨励する。

政策 大学（社会） 企業

思考の「殻」を打ち破る人材育成と
多様性ある対話の「場」づくり

※企業、政府、自治体などの組織が中長期的な課題の解決を目指し、様々な関係者を幅広く集め、
対話を通じて新たなアイデアや問題の解決手段を見つけ出し、相互協力の下で実践するために行う「場」。

ファイナンス



提案12 エンジニアリング人材、ファシリテーション人材と組織を変革するＣＩＯ
（ 高情報責任者）機能を育てる。

提案13 「編集人材」を育てるMOT（技術経営）研修を行う。
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 社会インフラ事業などの社会的課題の解決を図るソリューション型ビジネスにお
いては、多岐にわたる技術、情報、機器、サービスを一つのシステムとして組み
合わせることができる人材が不可欠。そのため、複数の関係者が共有できるコ
ンセプトやシナリオを描き、その目的を達成するために多岐にわたる技術、情報、
人脈、経営資源を統合して新たな価値やプロジェクトを構築し、俯瞰的に
管理できる人材（エンジニアリング人材）を育成するためのキャリアプランを設け、
その経験値を評価する仕組みを作る。

 構想の立案に際して多様な関係者をつなぎつつ、発言や参加を促したり、話の
流れを整理したり、参加者の認識を確認したりしするなど合意形成や相互理解
をサポートすることにより、組織や参加者の活性化、協働を促進させることがで
きる人材（ファシリテーション人材）を育成する。

 ＣＩＯを単なる情報システム責任者でなく、ＩＣＴ技術や認知工学、サービス工学
の知見を活用してビジネスモデルと業務プロセスを変革することができ、事業戦
略実現のためにＣＥＯ（ 高経営責任者）の右腕かつビジネス・エコシステムの
横串機能として活躍できる人材、機能を育成する。

 これらの人材育成、教育システム等の構築に際しては、わが国が持つ豊富な
人的資源である「シニア・プロ人材」の活用を図る。

企業

ファイナンス

 ビジネスを構成する多様な要素（情報、技術、リソース等）から特定の要素を組
み合わせ、結びつけることで新たな意味づけや価値を構想する能力を持つ「編
集人材」を育成するＭＯＴ（技術経営）研修を実施する。

 産学官が連携して、営業、企画の現場人材の構想力、ビジネス開発力を高め
るツール「新７つ道具」を開発し、わが国の強みである工場現場と同様に、営
業・企画部門においても現場・現物・現実から自ら課題抽出と解決を行い、き
め細かくビジネス・ニーズと品質管理ができる人材を育成することを目指す。

思考の「殻」を打ち破る人材育成と
多様性ある対話の「場」づくり

大学（社会）

企業大学（社会）
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提案14 多様な利害関係者とビジネスコンセプトを対話・デザインする「場」を
開く。
仲良しクラブでないビジネスを目指す「チーム」としての協創をサポート
する。

 特定のテーマに関心と問題意識を持つ産官学金融など多様な関係者や専門
人材が集い、対等な立場で自由に対話し、意見や情報を交換しながら、課題
解決に向けたコンセンサスとなるコンセプトを構想する「場」を設ける。

 営業・企画など間接部門の現場力を向上させるため、市場との接点も備えつつ、
従前の「縦割り」の企業組織を変革し、組織の壁を越えて協業するための機能
を果たす「場」を設ける。

 企業（技術）と金融、政策、社会科学者などの専門人材が連携する「イノベー
ション・ラボ」を設け、コンセプト段階から事業化に至るまで、新たなビジネス・
パートナーとのマッチング（コンステレーション）、事業化にあたっての課題抽出、
フィージビリティ検討等の支援を行う枠組みを作り、既存のフィーチャーセンター
の枠を超えた取り組みを実施する。そして、具体の事例を積み上げることで定
着を図る。

企業 ファイナンス

思考の「殻」を打ち破る人材育成と
多様性ある対話の「場」づくり

提案15 制約に縛られない創造的な働き方の枠組みを作る。

政策

 「エンジニアリング人材」、「ファシリテーション人材」、「編集人材」等は、学術的
な理論を背景としつつも経験値を積み重ねることでスキルと知見を向上させる。
このような人材をイントラプレナー（企業内起業家）として育成し、組織内で活用
するためには、専門性と経験値を評価し、創造性を刺激する働き方を企業、社
会が容認することが望ましい。そのため、創造的な働き方を妨げる労働法規制
の緩和、企業内での兼職規制の見直しや人事評価制度のあり方を検討する。

 社会参画の意思を持ち、専門性と豊かな見識・知見・経験・多様な価値観を
持つ人材（女性、外国人、シニア人材を含む）が業種や組織を横断して活動で
きるよう、また、中堅・中小企業が気軽にこのような人材を活用できるよう連携
の枠組みを検討する。
例えば、一定の任期の中で、中小・中堅企業での企画業務から、ＮＰＯ・ＮＧＯ
等でのプロジェクト・スタッフやマネージャー業務、大企業や官庁、研究機関へ
の任用といった流動性に配慮した柔軟かつ多様なキャリアパスを創出する。

大学（社会）

企業大学（社会）
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中間報告要旨

 本研究会では産業競争力の強化というテーマを読み解くにあたり、新たな事業を創出する
「土壌」という文脈から、創造性（構想力）と価値化（ビジネスとしての持続可能性）とを結びつ
けるメカニズムに着目した。「土壌」とは法制度、産業支援の枠組みのみならず、社会の風潮
、ビジネス慣行、人の気持ちの持ちようなど広範な意味合いが含まれる。ここでは特に、後者
つまりマインドセットに関わる「土壌」に潜む隘路に焦点を当てる。リスクを取り新たなことに挑
戦するという意識変革こそが、ビジネスを次々と生み出しながら産業の新陳代謝を活性化し
、結果として産業競争力につながるものと考えた。

 企業や事業が持続するには、環境変化への適応力が問われることは言うまでもない。国内で
は、超高齢社会という社会構造そのものの転換が着実に進行している。また、エネルギー問
題、既存の社会システムの陳腐化などビジネスの大前提にゆらぎが生じている。市場環境で
は、欧米企業のキャッチアップから新興国企業を交えた世界全体での競争へとパラダイム・
シフトが起き、その度合いは日を追うごとに激しさを増している。また、世界的な経済成長とＩＣ
Ｔ（情報通信）技術の進展は、多様な文化・社会・市場をフラットにつなぎ、フロンティアへと誘
う。

 変化の兆しは、現場観察と将来の洞察から感得される。日本の強みと言われる工場の
「現場力」は、全員が主体的に問題解決に参加し、可視化や小集団活動といった手法を活
用しながら相互協力と創意工夫の中で培われてきた。「現場力」を工場内の専門用語に留
めておくべきではない。構想力は、社会の将来像の洞察、市場や生活者との対話、多様な
知見や情報の摺り合わせを通じて課題解決の道筋を見いだすこと、つまり課題解決に向けた
「現場力」に根ざす。企業のみならず、学、行政がそれぞれ「現場力」を発揮し、広く外部との
対話力を高めることは情報の質を高め、人を起点とする発想・思考は新たな気付きを与える
だろう。

 パルミサーノ・レポートによると、イノベーションとは「社会的洞察に基づく社会的・経済的価値
を生み出すもの」と定義される。つまり、単に技術革新だけの問題ではなく、人を起点に技術
とビジネスが融合して価値を創り出すことを意味する。経済開発協力機構（ＯＥＣＤ）は、
加盟国のイノベーション戦略では、ＩＣＴ、バイオテクノロジー、新素材・ナノテクに認知科学を
加え、これらの融合が戦略分野として位置付けられると分析している。つまり、科学、テクノロ
ジーと人とを結びつけることがイノベーションの前提と指摘している。

 足下、産学を中心にデザイン・シンキングやシステムズ・エンジニアリングと呼ばれる思考の方
法論が注目されている。対話や現場観察、事柄の洞察から、衆知を一つの可視化された体
系として融合し、価値の本質とイノベーション創出のプロセスを分析するという研究である。言
わば価値化という観点から人とビジネスモデルを結びつけるものであり、前述の「現場力」やイ
ノベーションの方法論とも重なる。これらは、価値を起点としてありたいビジネスを構想し、その
実現にはどのような技術、ハード、サービスが必要になるかというバックキャスティングの思考
法を意識させるものであり、技術的機能・性能の向上を目的化しがちな従来型の事業戦略
からの意識改革という点でもビジネス現場での実証を広く展開すべきと考える。



86

中間報告要旨

 市場が多様化し、事業環境の不確実性が高まる中でフロンティアを開拓するには、生活者や
社会の共感を得て、価値として受容される新たなビジネス・コンセプトを提案することが求めら
れる。しかしながら、製品の多少の機能改善や机上で練った計画ではこのような本質的なニ
ーズに応えることが難しくなっている。構造的環境変化に適応できる経営モデルとは、単に生
産効率と短期的収益を追い求めるだけではなく、長期的、俯瞰的な視座から柔軟で創造的な
構想を描き、多様なステーク・ホルダー（利害関係者）の共感と経営リソースを引き出し、協創
をまとめ上げる力（エンジニアリング力とチーム力）が重要な意味を持つと考える。

 企業（技術）と金融、さらに学が連携し、イノベーションを目指す具体的な運動を起こしたい。
官も重要なステークホルダーであり、協力関係を築くことを期待したい。「省壁」を超えた政策
のイニシャティブとリスクマネーの提供などの金融機能が一体となり協創を後押しすることは、
骨太のビジネス・コンセプトの実現をより早く確実なものとするだろう。

 本研究会は、わが国が「課題先進国」であることを逆手にとり、「科学力」、「蓄積された技術の
裾野」、「固有の精神文化」、「人的資源」などの強み・独自性を 大限活用して、新たな
イノベーションを喚起するための３つのシナリオを提言する。

（１） 将来の社会・生活の課題をビジネスで解決することを目的としてタテ割り（既成概念の壁）
を排除する

 わが国がビジネスで解決したいと考える社会的課題を広く国内外に開示し、異業種連
携体からのソリューション提案を募る。採用されたアイデアに対しては省庁も一つの窓
口で対応し、その実証事業に対してインセンティブをつける。

（２） 協創を大きなビジネスに組み上げる

 斯かるプロジェクトのアジャイルな取り組み（当初計画の遵守を目指すのではなく、試行
錯誤を繰り返しながら柔軟かつ俊敏に完成を目指す開発スタイル）を金融機能としても
サポートし、グローバル市場での展開を視野に入れたビジネスモデルとして確立する。

（３） 技術と投資家・ファイナンス・専門家を「場」でつなげる

 上のシナリオを具体的に推進するために、アイデア創出とビジネス検討の二つの機能を
一つの「場」でつなぎ、課題抽出から課題解決までを一貫することで創造性と戦略性を
結びつける。同時に人材育成の役割を担うことでノウハウの蓄積を図る。
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今後の予定

2012FY

2013FY

当行ホームページに中間報告概要（事務局案）を公表予定

第2回研究会 12月25日第2回研究会 12月25日

委員・アドバイザーからの中間報告へのご意見、ご提案を反映委員・アドバイザーからの中間報告へのご意見、ご提案を反映

アドバイザー会議（テーマごとの分科会） ３月～適宜

第3回研究会（ 終報告） 夏頃第3回研究会（ 終報告） 夏頃

 ビジネスで解決すべき社会的課題（ケースの設定）
 構想力を高める方法論と実践する「場」の設定
 ケースごとに人を起点とするアウトカム（ストーリー）の表現、

時間軸の設定、効果的な実施方法等の整理 など

第1回研究会 11月14日第1回研究会 11月14日

アドバイザー会議（ファイナンス） 11月29日

アドバイザー会議（構想力） 12月4日

中間報告概要、中間報告書 公表予定 1月中～下旬

中間報告での提言内容の深掘り

委員・アドバイザー他への意見交換・ミーティング 適時


